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※  当冊子における記載金額及び株式数は表示単位未満を四捨 
五入して表示しています。

2024年6月24日（月曜日）
午前10時 (受付開始：午前９時)

開催日時

東京ドームホテル 
地下１階 シンシア
東京都文京区後楽一丁目３番61号
※ 会場についての詳細は、裏表紙の地図をご覧ください。

開催場所

議案
取締役全員任期満了につき 
10名選任の件

決議事項

第60回

定時株主総会
招 集 ご 通 知

証券コード：6305

ご来場の株主様へのお礼の品はございません。 
何卒ご理解くださいますよう、お願い申し上げます。
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株 主 各 位 証券コード 6305
2024年６月５日

東京都台東区東上野二丁目16番１号

日立建機株式会社
代表執行役
執行役社長 先 崎 正 文

第60回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第60回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に

ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに「第60回定時株主
総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご
確認くださいますようお願い申し上げます。

当社ウェブサイト

https://www.hitachicm.com/global/ja/ir/stock-and-bond/smeeting/

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも
掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスし
て、銘柄名（会社名）に「日立建機」又は証券コード「6305」を入力・検索し、「基本情報」、
「縦覧書類/PR情報」順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄
よりご確認くださいますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
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なお、当日ご出席されない場合でも、書面又は電磁的方法（インターネット等）により議決権
を行使することができますので、お手数ながら次頁以降のご案内に従って議決権を行使ください
ますようお願い申し上げます。
本株主総会は、インターネットによりリアルタイムに視聴できるLIVE配信を行いますので、詳

細は同封のご案内をご覧ください。
敬 具

記

１ 日 時 2024年６月24日（月曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

２ 場 所 東京ドームホテル 地下１階 シンシア 東京都文京区後楽一丁目３番61号

３ 目的事項 報告事項
第60期（自2023年４月１日 至2024年３月31日）に関する事業報告、連結計算書類、会計
監査人の連結計算書類監査結果及び監査委員会の連結計算書類監査結果並びに計算書類報告の
件

決議事項
議案 取締役全員任期満了につき10名選任の件
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4 議決権の行使に関するご説明
(1) 書面（議決権行使書）による議決権行使の際に、議案に対し賛否の表示をされないときは、賛成の意思

表示をされたものとして会社は取り扱います。
(2) 電磁的方法（インターネット等）により議決権行使をされた株主様につきましては、議決権行使書をご

返送いただいた場合でも、電磁的方法（インターネット等）による議決権行使を株主様の意思表示とし
て会社は取り扱います。

(3) 電磁的方法（インターネット等）により複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを株主
様の意思表示として会社は取り扱います。

(4) 議決権行使書のご返送は、2024年６月21日（金曜日）午後５時までに到着するようにご投函ください。
(5) 電磁的方法（インターネット等）による議決権行使は、2024年６月21日（金曜日）午後５時までに行

使ください。
(6) 代理人による議決権行使は、当社定款の定めにより、当社の議決権を有する株主の方１名を選任して行

うことができます。この場合、代理権の授与を証明する書面を提出していただく必要があります。
(7) 議決権の不統一行使をされる場合には、2024年６月20日（木曜日）までに、議決権の不統一行使を行

う旨とその理由を書面又は電磁的方法により当社にご提出ください。
(8) 事前のご質問は、議決権行使書面右下に記載の二次元コードを読み取ってアクセスいただくか、

https://www.soukai-portal.netより議決権行使書面に記載のログインID・パスワードをご入力の上、
行ってください。2024年6月21日（金曜日）午後5時までお受けいたします。

以 上

招集にあたっての決定事項

▶ 電子提供措置事項又は電子提供措置事項を記載した書面に修正が生じた場合には、当
社ウェブサイト及び東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）において修正し
た旨、修正前の事項及び修正後の事項をお知らせいたします。

▶ 電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定
に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しており
ません。

● 事業報告（資金調達の状況[主な借入先の状況]、主要な事業内容、主要な事業所、
従業員の状況、社外役員に関する事項、株式に関する事項、会計監査人の状況、剰余
金の配当等の決定に関する方針、業務の適正を確保するための体制について及び当該
体制の運用状況）
なお、これらの事項は、監査委員会が監査報告を作成するに際して監査した事業報告
に含まれております。
● 連結計算書類の連結注記表 ● 計算書類の個別注記表
なお、これらの事項は、監査委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成
するに際して監査した連結計算書類及び計算書類に含まれております。

当社ホームページ https://www.hitachicm.com/global/ja/

https://www.soukai-portal.net


議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

）
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切
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○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

議決権行使書 招集ご通知 議決権行使書

議決権行使についてのご案内

当日ご出席の場合 当日ご欠席の場合

株主総会へのご出席 郵送 インターネット
議決権行使書をご持参いただき、会場受
付にご提出ください。また、議事資料と
して、本冊子をご持参くださいますよう
お願い申し上げます。

株主総会日時
2024年６月24日 (月曜日)

午前10時

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

株主総会における議決権は、次のいずれかの方法により行使いただくことができます。

こちらに議案に対する賛否をご記入ください。
議案 　

●● 全員賛成の場合 賛  に〇印

●● 全員反対の場合 否  に〇印

●●
一部の候補者に
反対の場合

賛  に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

※議決権行使書用紙はイメージです。

議決権行使書に議案に対する賛否を
表示し、折り返しご送付ください。

パソコン又はスマートフォン等から、
次頁の「インターネット等による議決
権行使のご案内」に従って、議案に対
する賛否をご登録ください。

行使期限
2024年６月21日 (金曜日)

午後５時必着

行使期限
2024年６月21日 (金曜日)

午後５時まで
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東京証券代行株式会社 東京証券代行株式会社

インターネット等による議決権行使のご案内
QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙の右
下「株主総会ポータル
サイトログイン用QR
コード」を読み取ります。

スマートフォンで議案
情報、企業情報等を読
みやすくご確認いただ
けます。
画面上部の「議決権行
使へ」ボタンを押下す
ると議決権行使画面が
開きます。

画面の案内に従って議
案の賛否をご入力くだ
さい。
「行使受付完了」画面が
出れば、議決権行使は
終了です。

1

2

ここをクリックここをクリック

3

「スマート行使」での議決権行使は1回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイトへア
クセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」
を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

 

議決権行使
ウェブサイト https://www.tosyodai54.net
議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4
※操作画面はイメージです。

「次へすすむ」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

東京証券代行株式会社
電話：0120－88－0768（フリーダイヤル）

受付時間　午前9時～午後9時

機関投資家の皆様へ

● ご利用に伴う通信料金等は、株主様のご負担となりますので、ご了承ください。
● ご使用の端末によってはご利用いただけないことがありますので、ご了承ください。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録
商標です。

当社株主総会における議決権行使の方法として、株式会社ICJが運営する「機関投資家向
け議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただけます。

株主総会招集ご通知
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株主総会参考書類　　議決権を行使していただくにあたって（ご参考）
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経営方針とグループアイデンティティ
日立建機グループの経営方針
日立建機グループは、「豊かな大地、豊かな街を未来へ 安全で持続可能な社会の実現に貢献します」という

ビジョンを掲げ、全従業員がグループ共通の行動規範であるスピリット「Challenge Customer
Communication」の下、「お客さまの課題をともに解決する、身近で頼りになるパートナー」として、お客さま
の期待に応え、革新的な製品・サービス・ソリューションを協創し、ともに新たな価値を創造し続けます。
これにより事業競争力とグループ経営力の強化を追求し、収益性の向上とキャッシュの創出力を高め、また、

SDGsやESG等を経営課題として、持続可能な社会の構築と事業成長を実現することにより、企業価値の増大と
更なる株主価値向上をめざします。

日立建機のグループアイデンティティ
日立建機グループは、私たちのありたい姿、ミッション等を定めた「日立建機グループアイデンティティ」を

策定しています。
お客さまの期待や課題に迅速にお応えして、卓越した技術をベースに、革新的な製品・サービス・ソリューシ

ョンをお客さまや連携パートナーと協創していきます。そして、この取り組みを通じて、ビジョンである豊かな
大地、豊かな街を未来へつなげるための新たな価値を創造し、安全で持続可能な社会の実現に貢献していきま
す。



WEB 「日立建機コーポレートガバナンス」
https://www.hitachicm.com/global/ja/sustainability/governance/corpgovernance/
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コーポレートガバナンスに対する取り組み
基本方針
当社は、日立建機グループの経営方針・グループアイデンティティ等を実践していくことで、中長期にわたる

企業価値の向上を図っています。
こうした経営戦略を強力かつ迅速に展開できる執行体制を構築するとともに、公正で透明性の高い経営を実現

するため、経営の監督機能と業務執行機能の分離によるコーポレートガバナンスの強化をめざし、指名委員会等
設置会社の組織体制を採用しています。

コーポレートガバナンス体制 2024年３月31日現在
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取締役会

平野 耕太郎
代表執行役
執行役会長

先崎 正文
代表執行役
執行役社長

塩嶋 慶一郎
執行役常務

兼執行役

岡 俊子 奥原 一成 菊地 麻緒子

Joseph P.
Schmelzeis,

Jr.

社外取締役

委員長

独立社外取締役

委員長

委員長

岡 俊子 奥原 一成

羽山 誉敏

平野 耕太郎 先崎 正文

奥原 一成 岡 俊子 菊地 麻緒子

馬上 英実

Joseph P.
Schmelzeis,Jr.

奥原 一成 岡 俊子 菊地 麻緒子 Joseph P.
Schmelzeis,Jr.

馬上 英実 平野 耕太郎 先崎 正文

議 長

菊地 麻緒子 Joseph P.
Schmelzeis,Jr.

馬上 英実 羽山 誉敏

監
査
委
員
会

報
酬
委
員
会

指
名
委
員
会

POINT 1
各委員会の委員長は全て独立社外取締役

経営陣からも主要株主からも独立性を有する独立社外取締役を委員長におき、議論の独
立性を図っています。

POINT 2
各委員会の過半数は独立社外取締役

より一層の経営の透明性・客観性の確保のため、各委員会の過半数を独立社外取締役で
構成しています。

POINT 3

バランスの取れた取締役会の構成

当社では、主要株主の業務執行者を取締役（＝社外取締役）として選任することで、経営陣
が株主共同の利益を最大化するように監督しています。
一方、主要株主の業務執行者を兼任する社外取締役が少数株主の利益を損なう行動をとるこ
とがないように、独立社外取締役を複数名選任し、少数株主の利益を適切に保護しています。
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取締役会・委員会の構成（2024年３月31日時点）



取締役会

● 独立性 ● ダイバーシティ● 年齢 ● 出席率

報酬委員会

98.0％

出席率
100％

社外取締役比率
14.3％
(1名/7名)

指名委員会

出席率
100％

社外取締役比率
14.3％
(1名/7名)

監査委員会

独立社外取締役比率

80.0％
(4名/5名)

出席率
100％

社外取締役比率
20.0％
(1名/5名)

独立社外取締役比率

57.1％
(4名/7名)

独立社外取締役比率

57.1％
(4名/7名)

※任期途中で独立社外取締役が１名退任したため、現在の独立社外取締役は４名となっています。上記グラフの数値は、2024年3月
31日時点の独立社外取締役をもとに算出しています。

独立
社外取締役
4名

社外取締役
2名

社内取締役
3名

女性
2名

50代
4名

60代
4名 日本人男性

6名

70代
1名 外国人 1名
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取締役会・委員会の審議内容または活動状況（2023年度）

取締役会 議長：平野 耕太郎（代表執行役 執行役会長兼取締役）

取締役会は、経営の基本方針を決定し、中長期的な視点から企業戦略の方向
性を示すとともに、客観的な立場から業務執行に対する実効性の高い監督を
行っています。また、当社取締役会は、社外取締役が過半数の構成となって
おり、専門的な知見及び十分な経験や国際感覚を有する社外取締役が、執行
役の業務執行に関して多角的な視点から質問および助言を行い、闊達な審議
を行っています。

2023年度の審議内容または活動状況
● 経営方針
● 執行体制
● M＆A案件
● 各四半期業務執行状況の報告
● 各委員会職務執行状況の報告
● 法定・当社規則に基づく決議事項 等

監査委員会 委員長：岡 俊子（独立社外取締役）

監査委員会は、取締役及び執行役の職務の執行が法令及び定款並びに経営の
基本方針に適合し、効率的に行われているかを監査しています。
会計監査人や内部監査部門とも連携を図りながら、財務・会計、内部統制シ
ステムの整備・運用状況のモニタリング等を実施しています。
※指名委員会等設置会社は、各委員会を構成する取締役の過半数を社外取締
役とすることが会社法により義務付けられていますが、当社は、グループガ
バナンスガイドラインにおいて、監査委員会の委員の過半数を独立社外取締
役で構成することを最低限のラインと定めており、監督機能の一層の強化を
図っています。

2023年度の審議内容または活動状況
● 代表執行役との意見交換、執行役・ビジネス

ユニット長職務執行状況聴取
● 国内外グループ会社業務執行状況聴取
● 内部監査結果、内部統制整備･運用状況聴取
● 環境･品質コンプライアンス監査、その他コン

プライアンスに関する聴取
● 監査委員会補佐役による重要会議出席、決裁

書類等閲覧 等

報酬委員会 委員長：奥原 一成（独立社外取締役）

報酬委員会は、取締役及び執行役の個人別の報酬の内容を決定する権限等を
有しています。
役員報酬における課題や検討項目の洗い出し、取締役及び執行役の報酬等の
内容の決定に関する方針の改定、執行役に対するインセンティブ制度等につ
いて審議しています。

2023年度の審議内容または活動状況
● 執行役の報酬等の基本方針
● 執行役の報酬等の構成および水準
● 執行役の業績連動賞与の評価項目
● 執行役の業績連動賞与の評価結果 等

指名委員会 委員長：奥原 一成（独立社外取締役）

指名委員会は、株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案の内
容を決定する権限等を有しています。
取締役会構成の在り方の検討や、当社の定めるスキルマトリックスを活用し
て取締役候補者の専門性や経験に関する検討・確認及び経営幹部や執行役候
補者の計画（育成と選定）についての審議等を行っています。

2023年度の審議内容または活動状況
● 執行役候補者の育成について
● 執行体制について
● 取締役選任要件（スキルマトリックス、

構成）の定義
● 取締役候補者の選任 等



スキル名 スキルの詳細 スキルの選定理由

国際経営
⽇本国外でのビジネス経験、またはグ
ローバルに事業を展開する会社のマネ
ジメント経験

海外売上比率が80％を超え、⽶州事業の拡⼤に取り組んでいく
中、国際的な視野や地政学リスクへの理解を有する経営判断を
迅速に⾏っていくために、本スキルが必要と考えます。

研究・開発
⾰新的な製品・サービス・ソリューシ
ョンの協創を可能とする研究開発に関
する専⾨的知⾒及び実務経験

建設業界における労働⼈⼝の減少、省⼈化等の環境変化に対応
することができる⾰新的な製品・ソリューションを提供し続け
ていく戦略⽴案・体制構築を監督するために、本スキルが必要
と考えます。

品質・⽣産 
・調達

品質・⽣産・調達に関する専⾨的知⾒
及び実務経験

絶えず⽣産性向上に取り組み、⾼品質な製品・ソリューション
を顧客に提供し続けていく戦略⽴案・体制構築を監督するため
に、本スキルが必要と考えます。

営業・ 
サービス

グローバルの事業環境及び顧客志向を
的確に捉え、これに先んじた営業マー
ケティング戦略策定を可能にする専⾨
的知⾒及び実務経験

常に顧客に寄り添い、ニーズを的確に把握し、「⾝近で頼りにな
るパートナー」であり続ける戦略⽴案・体制構築を監督するた
めに、本スキルが必要と考えます。

IT・デジタル デジタル技術の利活⽤に関する専⾨的
知⾒及び実務経験

社内のDX化の推進を図るとともに、デジタル技術の活⽤を通じ
たバリューチェーン事業の拡充を成し遂げる戦略⽴案・体制構
築を監督するために、本スキルが必要と考えます。

財務・会計
持続的な企業価値向上に向けた財務会
計に関する専⾨的知⾒及び経営的実務
経験

正確な財務報告を⾏い、経営戦略に基づいた資本政策の⽴案・
体制構築を監督するために、本スキルが必要と考えます。

M&A 持続的な企業価値向上に向けた成⻑投
資に関する専⾨的知⾒及び実務経験

グローバル化の進展やバリューチェーン事業の拡⼤に伴い、異
業種も含めた世界各国のパートナー企業との協業を⾏う戦略⽴
案・体制構築を監督するために、本スキルが必要と考えます。

法務・コンプ
ライアンス

事業の持続的成⻑を⽀える法務・コン
プライアンスに関する専⾨的知⾒及び
実務経験

当社のベースとなる価値観「基本と正道」に則り、適正な経営
の監視機能を発揮し、法令や企業倫理を遵守するコンプライア
ンス体制構築を推進・監督するために、本スキルが必要と考え
ます。

⼈事・⼈権 
・⼈財育成

事業の持続的成⻑を⽀える⼈財の⼈
事・⼈権・⼈財育成に関する専⾨的知
⾒及び実務経験

⼈・企業⼒を強化し、⽇⽴建機の⼈的資本経営「すべての⼈
（Kenkijin）が⾃分らしく働けるフィールドへ」を実現する戦略
⽴案・体制構築を監督するために、本スキルが必要と考えます。
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取締役に求められるスキルおよび内容
当社では、日立建機グループの経営方針、グループアイデンティティおよび中期経営計画等、経営戦略から導

き出されるスキルを選定し、各スキルを幅広くカバーする多様なバックグラウンドをもった者を取締役候補者と
して選任しています。
当社が選定した各スキルの詳細およびスキルの選定理由は以下のとおりです。



株主総会参考書類　　議決権を行使していただくにあたって（ご参考）

No ⽒　名 現在の当社グループにおける
地位・担当等 候補者属性 在任※

年数

1 伊藤　 正明 − −

2 岡　　 俊⼦ 独立社外取締役/監査委員長/報酬委員/指名委
員 3

3 奥原　 ⼀成 独立社外取締役/監査委員/報酬委員長/指名委
員長 8

4 菊地 ⿇緒⼦ 独立社外取締役/監査委員/報酬委員/指名委員 4

5 Joseph P. 
Schmelzeis, Jr. 独立社外取締役/監査委員/報酬委員/指名委員 1

6 藤澤　　 健 − −

7 ⾺上　 英実 社外取締役/報酬委員/指名委員 2

8 塩嶋 慶⼀郎 執行役常務兼取締役/CFO/財務本部長 3

9 先崎　 正⽂ 代表執行役/執行役社長兼取締役/COO/監査室 安全衛⽣・コンプライア
ンス 品質保証及び連結在庫適正化プロジェクト統括/報酬委員/指名委員 1

⓾ 平野 耕太郎 代表執行役/執行役会長兼取締役/CEO/報酬委
員/指名委員 7

※在任年数は、2024年６月24日開催の第60回定時株主総会終結時点を記載しています。

社外取締役候補者

社外取締役候補者

社外取締役候補者

社外取締役候補者

社外取締役候補者

独立役員候補者

独立役員候補者

独立役員候補者

独立役員候補者

社外取締役候補者

社外取締役候補者
独立役員候補者

091_0710001102406_xs.indd   1091_0710001102406_xs.indd   1 2024/05/14   4:22:262024/05/14   4:22:26
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取締役候補者のスキルマトリックス
議案が原案通り承認可決された場合における各取締役のスキルマトリックスは以下の通りです。



主な専⾨的経験分野／貢献が期待される分野

国際経営 研究・開発 品質・⽣産
・調達

営業・
サービス IT・デジタル 財務・会計 M&A 法務・

コンプライアンス
⼈事・⼈権
・⼈財育成

● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ●

091_0710001102406_xs.indd   2091_0710001102406_xs.indd   2 2024/05/19   14:25:222024/05/19   14:25:22
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議 案 取締役全員任期満了につき10名選任の件

会社法第332条の規定により、本総会終結の時をもって取締役９名全員の任期が満了いたします。また、取締
役1名については、2024年2月９日に逝去により退任しています。つきましては、指名委員会による選任議案の
決定に基づき10名の取締役の選任を行いたいと存じます。なお、当社定款の規定に基づき取締役の選任は累積投
票によりません。
原案どおり可決されますと、取締役10名中、社外取締役が7名（うち独立社外取締役５名）となり、引き続き

高い独立性と公平性を備えた監督機能を発揮できると考えています。
取締役候補者の略歴等は次のとおりです。取締役候補者からはいずれも、本総会で選任された場合に取締役に

就任する旨の事前の承諾を得ています。

候補者番号／氏 名 現在の当社における地位および所属する委員会

１ い とう まさ あき

伊 藤 正 明
新 任

社外取締役候補者
独立役員候補者

―

２ おか とし こ

岡 俊 子
再 任

社外取締役候補者
独立役員候補者

独立社外
取締役

■ 監査委員会（委員長）
■ 報酬委員会
■ 指名委員会

３ おく はら かず しげ

奥 原 一 成
再 任

社外取締役候補者
独立役員候補者

独立社外
取締役

■ 監査委員会
■ 報酬委員会（委員長）
■ 指名委員会（委員長）

４ きく ち ま お こ

菊 地 麻緒子
再 任

社外取締役候補者
独立役員候補者

独立社外
取締役

■ 監査委員会
■ 報酬委員会
■ 指名委員会

５ ジ ョ セ フ シュメルザイス

Joseph P. Schmelzeis, Jr.
再 任

社外取締役候補者
独立役員候補者

独立社外
取締役

■ 監査委員会
■ 報酬委員会
■ 指名委員会



独立性 年齢 ダイバーシティ

独立
社外取締役
5名

社外取締役
2名

女性
2名

社内取締役
3名

50代
4名

60代
5名

日本人男性
7名

70代 1名 外国人 1名
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候補者番号／氏 名 現在の当社における地位および所属する委員会

６ ふじ さわ たけし

藤 澤 健 新 任
社外取締役候補者 ―

７ も うえ ひで み

馬 上 英 実 再 任
社外取締役候補者 社外取締役 ■ 報酬委員会

■ 指名委員会

８ しお じま けい いち ろう

塩 嶋 慶一郎 再 任 取締役兼執行役 ―

９ せん ざき まさ ふみ

先 崎 正 文 再 任 取締役兼執行役 ■ 報酬委員会
■ 指名委員会

10 ひら の こう た ろう

平 野 耕太郎 再 任 取締役兼執行役 ■ 報酬委員会
■ 指名委員会

2024年６月24日定時株主総会後の体制（予定）
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独立役員候補者 社外取締役候補者 新 任

候補者
番 号 １ い と う ま さ あ き

伊藤 正明 （1957年6月23日 生）

所有する当社の株式数
―
取締役在任年数
―

2023年度
取締役会出席状況
―
監査委員会出席状況
―
報酬委員会出席状況
―
指名委員会出席状況
―

当社における地位及び担当
ー

略歴及び重要な兼職の状況
1980年 4 月 ㈱クラレ入社
2010年 4 月 化学品カンパニーメタアクリル事業部長
2012年 6 月 執行役員
2013年 4 月 機能材料カンパニー副カンパニー長
2013年 6 月 常務執行役員
2014年４月 経営企画本部担当、CSR本部担当
2014年 6 月 取締役
2015年 1 月 代表取締役社長
2021年 1 月 取締役会長（現任）

候補者が有する専門性

国際経営
研究・開発
品質・生産・調達
M&A

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要等
同氏は、国際的モノづくり企業の経営者として、生産・研究開発の経験に加えて、経営企画・CSRといっ
た分野における高い見識を有しています。これらの豊富な事業経験・経営経験を活かし、当社の経営全般
に助言いただくと共に、独立した立場から執行役等の職務の執行を監督していただくために、社外取締役
候補者としました。

候補者からのメッセージ
当社が事業を遂行する過程でなされる様々な意思決定の場において、コンプライアンス、ガバナンスとい
う視点は勿論のこと、企業の社会的責任と貢献という見方も加えてチェック機能を果たすと同時に、的確
なアドバイスを心掛け、株主さまをはじめすべてのステークホルダーの期待に応えられるよう努めてまい
ります。また、株主さまの権利と、権利行使の際の実質的平等性の確保という観点からの提言も重要な役
割として取り組んでまいります。
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独立役員候補者 社外取締役候補者 再 任

候補者
番 号 ２ お か と し こ

岡 俊子 （1964年３月７日 生）

所有する当社の株式数
475株
取締役在任年数
3年 ※本総会終結時

2023年度
取締役会出席状況
12回/12回
100％
監査委員会出席状況
13回/13回
100％
報酬委員会出席状況
５回/５回
100％
指名委員会出席状況
４回/４回
100％

当社における地位及び担当
独立社外取締役、指名委員、監査委員長、報酬委員

略歴及び重要な兼職の状況
1986年４月 等松・トウシュロスコンサルティング㈱入社
2000年７月 朝日アーサーアンダーセン㈱入社
2005年４月 アビームM&Aコンサルティング㈱代表取締役社

長
2016年４月 PwCアドバイザリー合同会社パートナー
2016年６月 日立金属 (現㈱プロテリアル)社外取締役
2018年６月 ソニーグループ㈱ 社外取締役（現任）
2019年６月 ㈱ハピネット社外取締役（現任）
2020年６月 ENEOSホールディングス㈱ 社外取締役

（現任）
2021年４月 明治大学大学院グローバル・ビジネス研究科専

任教授（現任）
2021年６月 当社社外取締役（現任）
2024年３月 アース製薬㈱社外取締役（現任）

候補者が有する専門性

国際経営
財務・会計
M&A
人事・人権・人財育成

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要等
同氏は、コンサルティング会社の経営者としての経験、Ｍ＆Ａや人財育成に関する知識、高い見識を有し
ています。これらの豊富な事業経験・経営経験を活かし、当社の経営全般に助言いただくと共に、独立し
た立場から執行役等の職務の執行を監督していただくため、引き続き社外取締役候補者としました。尚、
同氏は2021年6月から当社の社外取締役に就任しており、その在任期間は第60回定時株主総会終結の時
をもって3年間です。

候補者からのメッセージ
私は、独立社外取締役として、当社の「お客さまの課題をともに解決する、身近で頼りになるパートナー」
であろうとする取り組みに触れてきました。今後の経営環境は、これまでとは比較にならない速度で変化
し、多様化すると予想され、当社が取組むべき課題も多様化、高度化していきます。私の２０年以上にわ
たるM&Aコンサルに従事してきた経験を踏まえ、当社の企業価値向上に貢献したいと考えています。
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独立役員候補者 社外取締役候補者 再 任

候補者
番 号 ３ お く は ら か ず し げ

奥原 一成 （1948年１月27日 生）

所有する当社の株式数
8,191株
取締役在任年数
8年 ※本総会終結時

2023年度
取締役会出席状況
12回/12回
100％
監査委員会出席状況
13回/13回
100％
報酬委員会出席状況
５回/５回
100％
指名委員会出席状況
４回/４回
100％

当社における地位及び担当
独立社外取締役、指名委員長、監査委員、報酬委員長

略歴及び重要な兼職の状況
1970年４月 富士重工業㈱入社
1999年10月 東京スバル㈱専務取締役
2001年６月 富士重工業㈱ 執行役員スバル営業本部日本地区

副本部長兼スバル部品用品本部長兼お客様サー
ビスセンター長

2003年６月 常務執行役員スバル日本営業本部長兼スバルマ
ーケティング本部長

2005年４月 常務執行役員人事部長
2006年６月 取締役兼専務執行役員兼人事部長
2006年６月 スバルシステムサービス㈱ 社長兼業務改革推進

委員長
2010年６月 富士重工業㈱代表取締役副社長
2011年６月 スバル興産㈱代表取締役社長
2016年６月 当社社外取締役（現任）

候補者が有する専門性

国際経営
品質・生産・調達
営業・サービス
法務・コンプライアンス
人事・人権・人財育成

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要等
同氏は、国際的企業の経営者としての経験、人事・労務政策から営業・サービスに至る広範な知識、高い
見識を有しています。これらの豊富な事業経験・経営経験を活かし、当社の経営全般に助言いただくと共
に、独立した立場から執行役等の職務の執行を監督していただくため、引き続き社外取締役候補者としま
した。尚、同氏は2016年6月から当社の社外取締役に就任しており、その在任期間は第60回定時株主総
会終結の時をもって8年間です。

候補者からのメッセージ
「第二の創業」は、極めて順調にテイクオフしました。グローバル企業として「豊かな大地、豊かな街を
未来へ」の実現をめざすというグループビジョンは、多くのステークホルダーの皆さまに支持を得られる
ものと思います。私自身、現場主義の実業・キャリアの原点を忘れず、今年度も「第二の創業」にふさわ
しいガバナンスの構築に力を注ぎたいと思います。
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独立役員候補者 社外取締役候補者 再 任

候補者
番 号 ４ き く ち ま お こ

菊地 麻緒子 （1965年７月14日 生）

所有する当社の株式数
135株
取締役在任年数
4年 ※本総会終結時

2023年度
取締役会出席状況
12回/12回
100％
監査委員会出席状況
13回/13回
100％
報酬委員会出席状況
５回/５回
100％
指名委員会出席状況
４回/４回
100％

当社における地位及び担当
独立社外取締役、指名委員、監査委員、報酬委員

略歴及び重要な兼職の状況
1992年４月 法務省検察庁検察官任官
1997年８月 Paul Hastings LLP,Los Angeles Office入所
1999年３月 弁護士登録・米国ニューヨーク州弁護士登録

長島・大野法律事務所（現長島・大野・常松
法律事務所）入所

2004年４月 公正取引委員会事務総局入局
2006年５月 ボーダフォン㈱（現ソフトバンク㈱）業務執行

役員CCO
2014年４月 日本マイクロソフト㈱ 執行役

法務・政策企画統括担当
2016年６月 三井倉庫ホールディングス㈱常勤社外監査役
2020年６月 三井倉庫ホールディングス㈱社外取締役（現任）

㈱KADOKAWA社外監査役
2020年７月 当社社外取締役（現任）
2020年８月 コンパス国際法律事務所代表 (現任)
2023年11月 ㈱良品計画社外監査役（現任）

候補者が有する専門性

国際経営
M&A
法務・コンプライアンス
人事・人権・人財育成

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要等
同氏は、法曹分野における経験、法務・コンプライアンスやＭ＆Ａに関する知識及び経営者・監査役とし
ての経験、高い見識を有しています。これらの豊富な経営経験及び知見を活かし、当社の経営全般に助言
いただくと共に、独立した立場から執行役等の職務の執行を監督していただくため、引き続き社外取締役
候補者としました。尚、同氏は2020年７月から当社の社外取締役に就任しており、その在任期間は第60
回定時株主総会終結の時をもって4年間です。
候補者からのメッセージ
世界は、気候変動、不安定な国際情勢、生成ＡＩ革命など大きな変革期にあり、当社もまた、「第二の創
業」の変革にチャレンジしております。私は、リーガルマインドをベースに、行政機関、国内外の法律事
務所及び企業等で様々な実務に取り組んで参りました。これらの経験及びダイバーシティの視点を活かし、
独立社外取締役としての客観的立場から、当社のガバナンス体制を維持・強化し、企業価値の向上のため
尽力して参る所存です。
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独立役員候補者 社外取締役候補者 再 任

候補者
番 号 ５ ジ ョ セ フ シ ュ メ ル ザ イ ス

Joseph P. Schmelzeis, Jr.（1962年11月２日 生）

所有する当社の株式数
193株
取締役在任年数
1年 ※本総会終結時

2023年度
取締役会出席状況
９回/10回
90％
監査委員会出席状況
９回/９回
100％
報酬委員会出席状況
３回/３回
100％
指名委員会出席状況
４回/４回
100％

当社における地位及び担当
独立社外取締役、指名委員、監査委員、報酬委員

略歴及び重要な兼職の状況
1984年７月 ベイン・アンド・カンパニー入社
1988年７月 アメリカン・エキスプレス・インターナショナ

ル ヴァイスプレジデント
1998年４月 フォントワークス・インターナショナル日本代表取締役
1999年12月 クリムソン・ベンチャーズ暫定CEO
2001年11月 ジェイピー・エス・インターナショナル㈱代表

取締役（現任）
2011年６月 ㈱セガ取締役兼事業部長
2015年６月 セガサミーホールディングス㈱シニアアドバイザー
2018年２月 駐日米国大使館首席補佐官
2021年３月 Cedarfield合同会社職務執行者（現任）
2022年６月 ㈱デンソー社外取締役（現任）
2023年 6 月 東海旅客鉄道㈱社外取締役（現任）
2023年６月 当社社外取締役（現任）

候補者が有する専門性

国際経営
営業・サービス
IT・デジタル
財務・会計
人事・人権・人財育成

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要等
同氏は、国際的企業の経営経験に加え、ベンチャー事業立上げ、戦略コンサルタント、駐日米国大使館首
席補佐官として日米の友好関係促進に尽力する等の幅広い経験を有しています。これらの豊富な事業経験
及び地政学の知見を活かし、当社の経営全般に助言いただくと共に、独立した立場から執行役等の職務の
執行を監督していただくため、引き続き社外取締役候補者としました。尚、同氏は2023年6月から当社の
社外取締役に就任しており、その在任期間は第60回定時株主総会終結の時をもって1年間です。

候補者からのメッセージ
While Hitachi Construction Machinery has long been respected worldwide as a
manufacturer of reliable products, it seeks now to offer new and expanded value to its
customers by providing comprehensive solutions in the construction and mining
businesses. I seek to apply my experience and perspective providing solutions in a variety
of industries and geographies to help Hitachi Construction Machinery become the
champion in my home country of the United States and beyond. As the changing
geopolitical landscape continues to present opportunities and challenges, I hope earnestly
my experience in government and diplomacy will be of value as we “Kenkijin” pursue
our mission together.

日立建機は、信頼できる製品メーカーとして長年にわたり世界中で尊敬を集めてきましたが、今後は建
設・鉱山事業における総合的なソリューションを提供することで、お客さまにさらなる新たな価値を提供
することをめざしています。私は、さまざまな業界や地域でソリューションを提供した経験と視点を活用
して、日立建機が私の母国である米国およびその他の国で頂点に立てるよう支援したいと考えています。
地政学的な状況の変化がチャンスと課題をもたらし続ける中、私たち「Kenkijin」が共に使命を追求する
上で、私の政府・外交における経験が役立つことを心から願っています。
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社外取締役候補者 新 任

候補者
番 号 ６ ふ じ さ わ たけし

藤澤 健 （1966年8月13日 生）

所有する当社の株式数
―
取締役在任年数
―

2023年度
取締役会出席状況
―
監査委員会出席状況
―
報酬委員会出席状況
―
指名委員会出席状況
―

当社における地位及び担当
−

略歴及び重要な兼職の状況
1989年 4 月 ㈱日立製作所入社
2015年 4 月 情報・通信システム社公共システム事業部官公

ソリューション第三本部長
2019年 4 月 産業・流通ビジネスユニットエンタープライズ

ソリューション事業部長
2020年 4 月 産業・流通ビジネスユニットデジタルソリュー

ション事業統括本部長
2022年 4 月 インダストリアルデジタルビジネスユニット

デジタルソリューション事業統括本部長
2024年 4 月 社会ビジネスユニットCOO（現任）

候補者が有する専門性

国際経営
研究・開発
IT・デジタル

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要等
同氏は、日立グループの情報・通信システム、デジタル分野における業務経験及び経営者としての経験、
高い見識を有しています。これらの豊富な事業経験・経営経験を活かし、当社の経営全般に助言いただく
ことで、当社の経営体制の更なる強化及び中長期的な企業価値の向上に貢献いただけると判断し、社外取
締役候補者としました。

候補者からのメッセージ
当社は、製品に限らず「バリューチェーン事業」の拡充に取組み、「メーカー」という枠を超えた「ソリュ
ーション」を深化させることで、お客さまと新たな価値を共有していこうとしています。私は、出身企業
のデジタルソリューション事業の経験を踏まえ、デジタル活用による今後の顧客に寄り添う革新的なソリ
ューションの立案・提供に寄与したいと考えています。
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社外取締役候補者 再 任

候補者
番 号 ７ も う え ひ で み

馬上 英実 （1955年10月１日 生）

所有する当社の株式数
―
取締役在任年数
2年 ※本総会終結時

2023年度
取締役会出席状況
12回/12回
100％
監査委員会出席状況
―
報酬委員会出席状況
５回/５回
100％
指名委員会出席状況
４回/４回
100％

当社における地位及び担当
社外取締役、指名委員、報酬委員

略歴及び重要な兼職の状況
1979年４月 ㈱日本興業銀行入行
1996年６月 興銀証券㈱ 資本市場グループ第二部長
1998年２月 資本市場グループ引受開発部長
2000年10月 みずほ証券㈱ 資本市場グループコーポレートフ

ァイナンス部長
2002年11月 日本産業パートナーズ㈱代表取締役社長（現任）
2010年６月 モバイル・インターネットキャピタル㈱監査役

（現任）
2022年６月 当社社外取締役（現任）
2022年８月 ＨＣＪＩホールディングス㈱代表取締役社長

（現任）
2023年 1 月 ㈱プロテリアル取締役（現任）
2023年12月 ㈱東芝取締役（現任）

候補者が有する専門性

国際経営
財務・会計
M&A

社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要等
同氏は、ファンド運営会社の経営者としての経験、金融・財務やＭ＆Ａ分野に関する知識、高い見識を有
しています。これらの豊富な事業経験・経営経験を活かし、当社の経営全般に助言いただくことで、当社
の経営体制の更なる強化及び中長期的な企業価値の向上に貢献いただけると判断し、引き続き社外取締役
候補者としました。尚、同氏は2022年６月から当社の社外取締役に就任しており、その在任期間は第60
回定時株主総会終結の時をもって2年間です。

候補者からのメッセージ
当社は世界市場において建設機械の製造販売に加え保守サービス、レンタル事業などのバリューチェーン
事業の強化を通じて事業の成長を図ろうとしています。これを実現するために、経営インフラを一層強化
し、迅速かつ積極的な経営判断を通じて企業価値の飛躍的拡大ができるよう、取締役として努めて参りま
す。
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再 任

候補者
番 号 ８ し お じ ま け い い ち ろ う

塩嶋 慶一郎 （1965年11月24日 生）

所有する当社の株式数
5,715株
取締役在任年数
3年 ※本総会終結時

2023年度
取締役会出席状況
12回/12回
100％
監査委員会出席状況
―
報酬委員会出席状況
―
指名委員会出席状況
―

当社における地位及び担当
執行役常務兼取締役、ＣＦＯ、財務本部長

略歴及び重要な兼職の状況
1988年４月 当社入社
2011年４月 財務本部収計部長
2014年４月 日立建機アジア・パシフィックPte.Ltd.取締役
2016年４月 当社経営管理統括本部財務本部財務部長
2019年４月 経営管理統括本部財務本部副本部長
2020年４月 執行役 財務本部長
2021年６月 取締役（現任）
2022年４月 執行役常務 財務本部長（現任）

候補者が有する専門性

国際経営
財務・会計
M&A

取締役候補者の選任理由
同氏は、当社及び日立建機グループ会社の経理・財務等の業務や経営に携わり、豊富な経験と実績、高い
見識を有しています。取締役会の構成員として情報の共有化を図ることで、当社の更なる経営体制の強化
ができると判断し、引き続き取締役候補者としました。

候補者からのメッセージ
米州独自展開、業容拡大の成長フェーズの中、企業価値の向上≒資本生産性の向上と捉え、①資本コスト
の社内認識醸成、②分かり易いKPIの導入、③B/Sマネジメント、④投資家エンゲージメント拡充を財務・
資本政策として掲げます。ROICの社内浸透を図り、ビジネスユニット毎に改善項目を絞って促すことで、
資本効率の向上、安定的な株主還元に努めてまいります。
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再 任

候補者
番 号 ９ せ ん ざ き ま さ ふ み

先崎 正文 （1965年７月16日 生）

所有する当社の株式数
6,232株
取締役在任年数
１年 ※本総会終結時

2023年度
取締役会出席状況
10回/10回
100％
監査委員会出席状況
―
報酬委員会出席状況
３回/３回
100％
指名委員会出席状況
４回/４回
100％

当社における地位及び担当
代表執行役 執行役社長兼取締役、COO、監査室 安全衛生・コ
ンプライアンス 品質保証及び連結在庫適正化プロジェクト統括、
指名委員、報酬委員

略歴及び重要な兼職の状況
1991年４月 当社入社
2017年４月 ロシア・CIS事業部長

日立建機ユーラシア製造LLC取締役社長
2018年４月 当社執行役 営業本部長
2021年４月 執行役常務 経営戦略本部長兼事業管理本部長
2022年４月 執行役専務 経営戦略本部長
2023年４月 代表執行役 執行役社長（現任）
2023年 6 月 取締役（現任）

候補者が有する専門性

国際経営
研究・開発
品質・生産・調達
営業・サービス
IT・デジタル
財務・会計
法務・コンプライアンス
人事・人権・人財育成

取締役候補者の選任理由
同氏は、当社及び日立建機グループ会社の国内外のモノづくり分野における業務経験及び経営に関する豊
富な経験、高い見識を有しています。当社グループの経営の重責を担うにふさわしく、取締役会の構成員
として情報の共有化を図るため、当社の更なる経営体制強化ができると判断し、引き続き取締役候補者と
しました。

候補者からのメッセージ
日立建機の「第二の創業」としての新たなフェーズの中、気候変動に挑む製品と技術を開発し、バリュー
チェーン事業の拡充を通した資源循環型ビジネスへの転換をめざすこと、個々の顧客課題解決に向けた革
新的ソリューションを協創し、米州をはじめとする全世界でのビジネスの伸長によって成長を確実なもの
にしていきます。
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再 任

候補者
番 号 10 ひ ら の こ う た ろ う

平野 耕太郎 （1958年６月４日 生）

所有する当社の株式数
19,091株
取締役在任年数
7年 ※本総会終結時

2023年度
取締役会出席状況
12回/12回
100％
監査委員会出席状況
―
報酬委員会出席状況
５回/５回
100％
指名委員会出席状況
４回/４回
100％

当社における地位及び担当
代表執行役 執行役会長兼取締役、ＣＥＯ、指名委員、報酬委員

略歴及び重要な兼職の状況
1981年４月 当社入社
2013年４月 生産・調達本部副本部長
2014年４月 執行役
2016年４月 執行役常務
2017年４月 代表執行役 執行役社長
2017年６月 取締役（現任）
2023年４月 代表執行役 執行役会長（現任）

候補者が有する専門性

国際経営
品質・生産・調達
営業・サービス
財務・会計
M&A
法務・コンプライアンス
人事・人権・人財育成

取締役候補者の選任理由
同氏は、当社及び日立建機グループ会社の経営に携わり、生産・調達をはじめ様々な分野の業務経験によ
り豊富な知識と優れた経営執行能力を有しています。当社グループの経営の重責を担うにふさわしく、取
締役会の構成員として情報の共有化を図るため、引き続き取締役候補者としました。

候補者からのメッセージ
昨今お客さまの課題は、ベテランオペレーターの高齢化や労働力不足、作業効率の更なる高度化や環境対
応など多様化、複雑化しています。これらお客さま課題に対応するため、我々は、性能や品質に優れた建
設・マイニング機械を開発、生産、販売するだけでなく、修理や消耗部品の販売、レンタルなどのバリュ
ーチェーン事業の拡充に注力しています。取締役会においても、我々の成長戦略に対して活発な議論を進
めてまいります。
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候補者に関する注記事項
１．藤澤健氏は、㈱日立製作所の社会ビジネスユニットのCOOを兼務しており、当社と同社との間には、日立ブランドに関する使用

許諾関係があります。馬上英実氏は、HCJIホールディングス㈱の代表取締役社長を兼務しており、当社と同社との間では、資本提
携契約を締結しています。他の各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．社外取締役候補者に関する事項
(1) 伊藤正明、岡俊子、奥原一成、菊地麻緒子、Joseph P.Schmelzeis,Jr.、藤澤健及び馬上英実の７氏は会社法施行規則に定める社

外取締役候補者の要件を満たしています。また、伊藤正明、岡俊子、奥原一成、菊地麻緒子及びJoseph.P.Schmelzeis,Jr.の５氏は
㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者です。

(2) 過去５年間に他の会社において取締役、執行役又は監査役に就任していた場合、その在任中に当該他の会社において法令又は定款
に違反する事実その他不当な業務の執行が行われた事実
①伊藤正明氏が㈱クラレの代表取締役社長として在任中の2019年11月に、同社は、東日本地区および近畿地区の浄水施設、ごみ
焼却施設等の一部で使用される特定活性炭の製造、販売に関して独占禁止法に違反する行為があったとして、公正取引委員会から
排除措置命令および課徴金納付命令を受けました。同氏は事前に当該事実の認識はありませんでしたが、日頃から法令遵守の重要
性について注意を喚起し、コンプライアンス体制の強化に努めていました。当該事実の判明後は、事案の重大性を厳粛かつ真摯に
受け止め、独占禁止法の遵守を同社の経営上の最重要課題の一つとし、代表取締役社長として再発防止に向けた諸施策に取り組み
ました。
②㈱プロテリアル（旧日立金属㈱)は、同社及び同社子会社の一部の製品について、複数年にわたり顧客に提出する検査成績書に不
適切な数値の記載が行われていた等の事案が2020年４月に判明しました。岡俊子氏は、2016年６月より2021年６月まで同社の
社外取締役に就任しており、当該事案が判明するまで、当該事案を認識していませんでしたが、同氏は日頃から同社取締役会及び
監査委員会においてコンプライアンスの観点から発言を行っており、当該事案の判明後は、事実関係・原因究明の調査及び顧客へ
の対応等の進捗について報告を受けると共に、再発防止に関する提言を行うなど、ガバナンス体制の更なる強化に努めました。

３．「所有する当社の株式数」は、2024年３月31日現在の状況を記載しています。また、日立建機役員持株会における持分も含めた実
質所有株式数を記載しています。

責任限定契約の内容の概要
当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）との間で会社法第427条第１項及び定款第23条の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。岡俊子、奥原一成、菊地麻緒子、Joseph P.Schmelzeis,Jr.及び馬上英実
の５氏の再任が承認された場合には、当社は本契約を継続する予定です。また、伊藤正明および藤澤健の両氏の選任が承認された場
合、当社は両氏と本契約を締結する予定です。本契約の概要は次のとおりです。
１．取締役（業務執行取締役等であるものを除く）が職務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条

第１項各号に掲げる額の合計額を限度とするものです。
２．上記の責任限定が認められるのは、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）がその責任の原因となった職務の遂行につい

て善意でかつ重大な過失がないときに限るものです。

役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、取締役及び執行役が職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにすると共に、有用な人財を迎えること

ができるよう、取締役及び執行役全員を被保険者として、会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結
しており、本議案の各候補者のうち再任候補者は当該保険契約の被保険者に含まれています。また、本議案が原案どおり承認され、取
締役に就任した場合には、新任候補者を含む全ての候補者が当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約では、被保険者である
役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害につい
て塡補することとされています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は塡補されないなど、
一定の免責事由があります。なお、本議案に係る各候補者の取締役としての任期中に当該保険契約を更新する予定です。

以 上



事 業 報 告

― 28 ―



事業報告（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

― 29 ―

Ⅰ 当連結グループの現況に関する事項
※当社は2015年３月期より国際財務報告基準（IFRS）に基づき連結計算書類を作成しています。

１．事業の経過及びその成果

当連結グループは、2024年３月期より2026年３月期を最終年度とする３か年の中期経
営計画「BUILDING THE FUTURE 2025 未来を創れ」を新たに策定し、①顧客に寄り添
う革新的ソリューションの提供、②バリューチェーン事業の拡充、③米州事業の拡大、④
人・企業力の強化、の４つの経営戦略を掲げて、持続的な成長と企業価値の向上に取り組
んでいます。
このような取り組みの中で、第４四半期連結会計期間より、IFRS会計基準に則して、ス

ペシャライズド・パーツ・サービスビジネスセグメントにおけるノンコア事業を非継続事
業に分類することとしました。これにより、当連結会計年度及び前連結会計年度について、
売上収益、調整後営業利益（売上収益から、売上原価並びに販売費及び一般管理費の額を
減算して算出した指標）、営業利益、税引前当期利益は非継続事業を除いた継続事業の金額
を表示し、当期利益及び親会社株主に帰属する当期利益は、継続事業及び非継続事業の合
算を表示しています。
当連結会計年度（2023年４月１日〜2024年３月31日）における油圧ショベル需要は、

市況が低迷している中国において前年度から大幅に減少しました。加えて、主要国での選
挙影響等によって顧客の投資意欲の鈍化がみられたアジアや金利の高止まり等の影響を受
けている西欧でも減少しました。一方で、日本と北米では安定した公共投資や民間設備投
資が追い風となり、堅調な需要水準を維持しました。
マイニング需要は、資源価格が健全なレベルで推移し顧客の高い投資意欲が継続したこ

と、さらに高い稼働率に伴うオーバーホール需要及び定期メンテナンス需要に支えられ、
全体的に堅調に推移しました。
このような環境下、2022年３月から本格的な独自展開を進めている米州事業が前年度

比で大幅に増加したほか、これまで注力してきたマイニング事業及びバリューチェーン事
業が大きく伸長しました。
これらの結果に為替影響等も加わって、売上収益は二年連続で過去最高を更新する１兆

4,059億２千８百万円（対前年同期増減率11.1％）と大幅な増収となりました。
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利益項目についても、資材費や物流費を中心としたコスト増加の影響が続いたものの、
原価低減や販売価格の引き上げに取り組み、売上収益の増加に為替影響も加わった結果、
調整後営業利益は、売上収益同様、二年連続で過去最高を更新する1,680億２千８百万円
（同23.0％）と大幅な増益となりました。また、親会社株主に帰属する当期利益について
も、非継続事業における構造改革費用の計上等があったものの、金融収益・費用や持分法
投資損益の改善により、過去最高の932億９千４百万円（同32.9％）となりました。

（単位：億円）

区 分 連結（前期比増減率） 区 分 個別（前期比増減率）
売上収益 14,059 （11.1％） 売上収益 8,106 （ 11.5％）
調整後営業利益 1,680 （23.0％） 営業利益 163 （△45.5％）
税引前当期利益 1,605 （39.5％） 経常利益 763 （ 32.4％）
親会社株主に帰属する当期利益 933 （32.9％） 当期純利益 658 （ 34.5％）
（注）当社は、「営業利益」に代え、「調整後営業利益」を連結経営成績に関する指標として用いています。
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前期比 9.8％増 前期比 10.0％増

9.1％
1,285億円

32.9％
4,631億円

2.1％
292億円

2,240

2022年度

1,170 4,211 400

2,981 1,647

2023年度
（当期）

2022年度 2023年度
（当期）

2022年度 2023年度
（当期）

（単位：億円）

2022年度 2023年度
（当期）

2022年度 2023年度
（当期）

2022年度 2023年度
（当期）

（単位：億円）

日 本

16.1％売上収益構成比

売上収益 2,269億円
26.7％

3,752億円
13.0％

1,829億円
前期比 1.3％増 前期比 25.9％増

前期比 26.9％減

前期比 11.0％増 
（単位：億円）

米 州
売上収益構成比

売上収益 
  

（単位：億円）

（単位：億円） （単位：億円）

欧 州
売上収益構成比

売上収益 
  

ロシアCIS・アフリカ・中近東
売上収益構成比

売上収益 
  

アジア・大洋州
売上収益構成比

売上収益 
  

中 国
売上収益構成比

売上収益 
  

⑴ 地域別売上収益の概況

2,269 3,752 1,829

1,285 4,631

292
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スペシャライズド・パーツ・
サービスビジネス
9.2％

建設機械ビジネス
90.8％

売上収益構成比

12,708

2023年度
（当期）

売上収益の推移（単位：億円）

※事業別売上収益は、セグメント間調整前の数値です。

1,166

11,541

2022年度

スペシャライズド・
パーツ・
サービスビジネス

建設機械
ビジネス

14,122
1,299

12,823
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(2) 事業別売上収益の概況

１ 建設機械ビジネス
当連結会計年度における売上収益は、１兆

2,823億３千２百万円（対前年同期増減率
11.1％）、調整後営業利益は1,535億３千８
百万円（同23.9％）と増収増益になりまし
た。
米州における独自事業が前年度から引き続

き堅調に拡大しているほか、コンストラクシ
ョン・マイニング事業ともに、新車販売だけ
でなく部品サービスを中心としたバリューチ
ェーン事業も好調に推移し、前年度比で業績
は大幅に伸長しました。

２ スペシャライズド・パーツ・サービスビジネス
当事業は、主としてマイニング設備及び機

械のアフターセールスにおける部品サービス
事業を行うBradken Pty Limited及びその
子会社と、サービスソリューションを提供す
るH-E Parts International LLC及びその子
会社で構成されています。
当連結会計年度における売上収益は、マイ

ニング市場が堅調に推移した結果、1,298億
８千９百万円（同11.4％）と増収になりま
した。調整後営業利益も、売上収益の増加と
為替影響、取り組んできた事業構造改革の結
果、高収益事業が伸長したこと等により、
144億９千万円（同14.2％）と売上収益を
上回る伸びになりました。
（注）2024年３月期「ソリューションビジネス」
としていた報告セグメント名称を「スペシャライズ
ド・パーツ・サービスビジネス」に変更していま
す。この変更はセグメント名称の変更であり、セグ
メント情報に与える影響はありません。
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２．設備投資の状況
当連結グループは資本効率向上のため投資対象を厳選し、当期は総額1,090億１千６百万円の

設備投資を行いました。その主なものは次のとおりです。

(1) 当社の設備投資の状況
・次期モデル７型開発に伴う、試験設備増設のための投資
(2) 子会社の設備投資の状況
・㈱日立建機ティエラにおける製品開発の機能拡張・高度化のための投資
・日立建機アメリカInc.における米州事業の独自展開のための新社屋建設に伴う投資

３．資金調達の状況
当連結グループの資金調達の状況
当連結グループは、当期の運転・設備投資及び投融資資金に充当するために、短期借入金279

億２千６百万円、長期借入金434億７千６百万円の資金調達、社債の発行100億円を行い、長期
借入金392億６千８百万円の返済を実施しました。
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４．対処すべき課題
当社グループは、「豊かな大地、豊かな街を未来へ 安全で持続可能な社会の実現に貢献しま

す」というビジョンの実現に向けて2023年度を初年度とする、新中期経営計画（BUILDING
THE FUTURE 2025 未来を創れ）を推進しています。そして、2025年度までに着実な成長を
実現し、成果へ結びつけることができるよう、事業環境の変化に対応しながら、中期経営計画の
目標達成をめざします。

事業環境の変化
企業を取り巻く社会・技術・

経済環境の変化に伴い、競争環
境も大きく変化しています。電
動化を含む、脱炭素技術開発の
加速や、施工現場のデジタル
化、自動運転等、異業種との競
争・連携が活発化しています。

日立建機のグループアイデンティティ
当社グループは、2022年、米州の独自

展開、資本関係の変化といった事業環境の
変化を受け、独自のグループアイデンティ
ティを策定しました。
ミッションに掲げているように、お客さ

まの期待や課題に迅速にお応えして、卓越
した技術をベースに、革新的な製品・サー
ビス・ソリューションを、お客さまや連携
パートナーと協創していきます。
そして、この取り組みを通じて、ビジョ

ンである豊かな大地、豊かな街を未来へつなげるための新たな価値を創造し、安全で持続可能な
社会の実現に貢献していきます。
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経営戦略の柱 主な重点施策

顧客に寄り添う
革新的ソリューションの

提供

■お客さま・異業種パートナーと協創してエコシステムを構築

■デジタルプラットフォームによるサイトソリューションを構築

バリューチェーン事業の
拡充

■再生品生産能力を拡張、グローバル最適生産体制を確立

■異なる市場環境に対応した海外レンタル事業を拡大　

米州事業の拡大
■販売チャネルを多様化およびファイナンス事業を拡充

■中南米における独自販売網を構築

人・企業力の強化
■人財がグローバルに活躍できる育成の場や機会の提供

■アジャイル開発による企業文化の変革

P.36

P.37

P.38

P.39

P.40
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中期経営計画の経営戦略の柱
今中期経営計画では、４つの経営戦略

の柱を掲げており、中でも「革新的ソリ
ューション」に最大限注力することで、
日立建機グループは真のソリューション
プロバイダーになることをめざしていま
す。
それこそが、我々のグループアイデン

ティティの中のミッション「お客さまの
期待に応え、革新的な製品・サービス・
ソリューションを協創し、ともに新たな
価値を創造し続ける」ということになり
ます。

以下の図は、経営戦略の柱にもとづく中期経営計画の主要な重点施策です。2023年度の取り
組み成果を５件ご紹介します。
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1.1 顧客に寄り添う革新的ソリューションの提供
〜コンストラクション・コンパクト事業でのお客さま・異業種パートナーと協創してエコシステムを構築〜

当社グループは電動ショベルの開発・販売を始めていますが、建設土木業界全体としての普及
率は高くありません。それは、実際の建設現場には、ハードだけを提供したとしても解決ができ
ない課題が、依然として多く存在しているためです。
こうした課題に対してソリューションを提供するためには、日立建機単独では対応が難しく、

異業種のパートナー企業との協業が不可欠です。
具体的な事例として、電動の建設機械に欠かせないインフラである可搬式充電設備での協業に

ついてご紹介します。
日本市場向けには、九州電力(株)との共同開発を開始しました。また、欧州市場向けには伊藤

忠商事(株)からファイナンスの支援や協力を受けて、オランダアルフェン社の可搬式充電設備の
販売・レンタルを開始します。
次に、パートナー企業との協創を

実現する場として、新たな研究拠点
「ZERO EMISSION EV-LAB」を千
葉県市川市に開設します。電動の建
設機械・機材が稼働する現場を再現
したデモエリアや、来場者と意見交
換し、新たなアイデアを生み出すコ
ミュニケーションエリアを設け、お
客さまや異業種のパートナーと建設
現場のゼロ・エミッション実現に向
けての課題や可能性について探索で
きる場にしていきます。
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複数の鉱山現場でモニタリング範囲を拡大し、
鉱山全体の効率化・最適化に貢献
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1.2 顧客に寄り添う革新的ソリューションの提供
〜マイニング事業での、デジタルプラットフォームによるサイトソリューションを構築〜

当社グループの事業領域である、採掘（Pit）から選鉱（Plant）領域の多様なタッチポイント
において、日本、カナダ、オーストラリアの３拠点から複数の鉱山現場での稼働状況をモニタリ
ングしています。
鉱山機械・鉱山運営・ソフトウエアなどの専門分野に精通した人財が、先進的デジタル技術を

駆使して、複数の鉱山現場からリアルタイムに取得したあらゆるデータを蓄積・分析・解析し、
それぞれのお客さまが直面している課題に対して、ソリューションを提供しています。
現時点では、掘削、運搬工程が主なモニタリング範囲ですが、順次範囲を拡大し、鉱山全体の

効率化・最適化に貢献する取り組みをめざしています。



資源循環型ビジネスモデルをめざし、
国内再生拠点の集約とグローバル再生拠点を強化
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2. バリューチェーン事業の拡充
〜再生品生産能力を拡張、グローバル最適生産体制を確立〜

国内では、現在、土浦工場と常陸那珂工場に分散している再生工場を、2024年度中に兵庫県
にある播州工場に集約・統合し、再生のマザー工場として、グローバル連携を強化します。
集約・統合によってスペース制約を改善し、再生部品の取り扱い量を増やすことで、2030年

度には再生事業の売上収益を約800億円まで伸ばす計画です。
海外では、米州の再生事業を強化しています。これまでは、各代理店が対応できる範囲で再生

事業を行っていましたが、2023年度以降は、日立建機アメリカInc.が米州全域の再生事業を統
括し、日立建機トラックLtd.が超大型油圧ショベル、ダンプトラック向け部品の再生を行いま
す。さらに、H-E Parts社は、得意とする鉱山機械のクーリングシステムやエンジンの再生を担
います。
このように国内外の生産能力を拡張し、資源循環型ビジネスの実現をめざします。
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3. 米州事業の拡大
〜販売チャネルを多様化およびファイナンス事業を拡充〜

2023年８月より、北米市場で高付加価値製品のZAXIS-7シリーズを納入開始しています。
さらに、北米全土から販売サービス員を約100人を集めて、ZAXIS-7シリーズの操作性や特長

を説明する講習会を実施し、順調に販売台数を拡大しています。
代理店にとって従来製品のZAXIS-6シリーズだけでなく、高付加価値製品のZAXIS-7シリーズ

を提供することにより、お客さまのニーズに対応した製品やサービスを提供し、販売チャネルの
多様化にもつなげていきます。

また、ファイナンス事業を拡充することも進めています。伊藤忠商事(株)、東京センチュリー
(株)、日立建機の各米国法人が出資しているファイナンス合弁会社「ZAXIS Finance」が2023
年５月から米国お客さま向け、９月からは米国代理店向けファイナンスを提供開始しました。
ZAXIS Financeのオペレーション開始により、日立建機アメリカの売掛債権の増加を抑えなが
ら販売を加速することができます。
引き続き重点市場である米州の体制強化を推進し、さらなる成長をめざします。
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4. 人・企業力の強化
〜人財がグローバルに活躍できる育成の場や機会の提供〜

当社グループは、人財戦略を中長期的な成長をめざす上での最重要課題として認識していま
す。この度、人的資本に関する情報開示の国際的なガイドラインであるISO30414の認証を取得
しました。これに合わせ、Human Capital Reportを初めて発行しました。
機械メーカーでは初めての認証取得となり、今後はガイドラインに基づいて様々な情報発信を

積極的に行います。
情報開示を強化し、ステークホルダーの皆さまとの対話をより深めていくことで、人財戦略の

継続的な改善につなげます。

次に、開発リソースの集約と、イノベーション推進に関する取り組みについてです。
2023年5月より、土浦工場にて、新棟「Orange Innovation Plaza」が稼働開始しました。

研究・開発部門を中心に、約3,000人が一堂に会して、次世代に向けた開発に取り組んでいま
す。
若手社員の意見をもとに、さまざまなコミュニケーションスペースを用意し、部門を越えたコ

ラボレーションの活性化につなげます。

さらに、新規事業を継続的に創出
できる企業文化をめざす取り組みを
開始しています。
2023年から、「KENKI βUSINESS

CHALLENGE」、略してKβCと称
し、価値創造のノウハウを学び新規
事業の事業化をめざしています。
こちらの取り組みは、毎年継続的

に開催することで、社員の持続的な
挑戦を奨励し、企業文化の変革を促
進します。
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５. 中期経営計画の定量的目標

2025年度の目標については、財務目標及びESG関連目標とも、当初の中期経営計画で定めた
数値に変更はありません。
収益性としては、調整後営業利益率13％以上と定め、売上に対しての稼ぐ力である “キャッ

シュ創出の能力指標” としてEBITDAマージン率18％以上をめざします。
効率性では、ROIC目標9％以上を安定的に維持し、投下資本の運用効率を意識して事業を展開

し、資本収益性の向上を図ります。
また、獲得した収益を株主の皆さまへ還元を行うため、配当性向は “30％〜40％を目安に安

定的かつ継続的に実施” とし、株主利益の最大化を図ります。



中期経営計画のESG関連目標の進捗
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2023
（当期）

2023
（当期）

2023
（当期）

（年度）

（単位：億円）

2020

327

2021

935

2023
（当期）

（年度）

（単位：億円）

（年度）

（単位：億円） （単位：億円）

2020

103

2021

758

2023
（当期）

（年度）

（年度）

（単位：円）

2020

12,199

5,136

2021

14,096

6,116

2023
（当期）

（年度）

（単位：億円）

(注) 1.基本的１株当たり親会社株主に帰属する当期利益は期中平均発行済株式総数（自己株式を除く。）により算定しています。
2.当社は「営業利益」に代え、「調整後営業利益」を連結経営成績に関する指標として用いています。
 「調整後営業利益＝売上収益ー売上原価ー販売費及び一般管理費」により算出しています。

2020

8,133

2021

10,250

2020

256

2021

1,109

2020

48.62

2021

356.57

2022

12,649

2022

1,150

2022

330.00

2022

1,366

2022

702

2022

16,270

6,600

18,350

7,634

1,605

14,059

438.68

1,680

933

売上収益 調整後営業利益

税引前当期利益 親会社株主に帰属する当期利益

基本的１株当たり親会社株主に
帰属する当期利益

資産合計
親会社株主持分
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５．財産及び損益の状況
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６．重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率（％） 主要な事業内容
㈱日立建機ティエラ 1,441百万円 100.00 ミニショベル等の製造、販売、サービス

㈱日立建機カミーノ 400百万円 100.00 建設機械、運搬機械並びにその部品の製
造、販売

多田機工㈱ 277百万円 100.00 建設機械の部品等の製造、販売
新東北メタル㈱ 295百万円 100.00 鋳鋼品及び特殊鋳鋼品の製造、販売
日立建機ロジテック㈱ 360百万円 100.00 建設機械等の梱包、発送、輸出入業務
日立建機リーシング㈱ 50百万円 100.00 建設機械等の割賦販売、リース
日立建機日本㈱ 5,000百万円 100.00 建設機械のレンタル、販売、サービス
日立建機（ヨーロッパ）N.V. 70,154千ユーロ 98.88 建設機械の製造、販売、サービス

P.T.日立建機インドネシア 17,200千米ドル 81.96
（33.87） 建設機械の製造、販売

日立建機（中国）有限公司 1,500,000千元 91.34 建設機械の製造、販売
日立建機トラックLtd. 84,100千米ドル 100.00 リジッドダンプトラックの製造、販売
タタ日立コンストラクションマシナリーCo.,Pvt.,Ltd. 1,143百万インドルピー 60.00 建設機械の製造、販売、サービス
日立建機ユーラシアLLC 174千万ルーブル 100.00 建設機械の製造、販売、サービス
日立建機アジア・パシフィックPte.Ltd. 39,956千米ドル 100.00 建設機械の販売、サービス
日立建機販売（中国）有限公司 200,000千元 100.00 建設機械の販売、サービス
日立建機融資租賃（中国）有限公司 1,103,578千元 100.00 建設機械等の割賦販売、リース
日立建機アフリカPty.Ltd. 167,935千ランド 100.00 建設機械の販売、サービス

P.T.ヘキシンドアディプルカサTbk 23,233千米ドル 53.67
（5.07） 建設機械の販売、サービス

日立建機オセアニアホールディングスPty.,Ltd. 29,122千豪ドル 100.00 建設機械の販売等
日立建機ホールディングU.S.A.Corp. 1,000千米ドル 100.00 建設機械の販売等

ウェンコ・インターナショナル・マイニング・システムズLtd. 18,205千カナダドル 100.00 鉱山運行管理システムの開発、製造、販
売、保守

日立建機中東Corp.FZE 500百万円 100.00 建設機械の販売、サービス
日立建機アメリカInc. 8,000千米ドル 100.00 建設機械の販売、サービス

H-E Parts International LLC ‐ 100.00 マイニング・建設機械に係るサービスソリ
ューション事業の提供

Bradken Pty Limited 653,215千豪ドル 100.00
鉱業及びインフラ産業向け鋳造部品の製
造、マイニング設備やマイニング消耗部
品、メンテナンスサービス等の提供

（注）１．出資比率の欄の（ ）内の数字は、間接所有割合（内数）であり、当社の子会社が保有しています。
２．会社計算規則第２条第３項第22号に定める連結子会社の総数は、上記の重要な子会社25社を含めて86社です。なお、持分

法適用関連会社は15社です。
３．日立建機（上海）有限公司は、清算に向けて準備中のため重要な子会社から削除しました。
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Ⅱ 会社役員に関する事項
１．当社の取締役及び執行役の氏名等
(1) 取締役

地 位 氏 名 担当（委員会） 重要な兼職の状況

取締役 岡 俊 子
指名委員
監査委員長
報酬委員

明治大学大学院グローバル・ビジネス研究科
専任教授
ソニーグループ㈱ 社外取締役
㈱ハピネット 社外取締役
ENEOSホールディングス㈱ 社外取締役
アース製薬㈱ 社外取締役

取締役 奥 原 一 成
指名委員長
監査委員
報酬委員長

取締役 菊 地 麻緒子
指名委員
監査委員
報酬委員

コンパス国際法律事務所 代表
三井倉庫ホールディングス㈱ 社外取締役
㈱良品計画 社外監査役

取締役 ※山 本 寿 宣
指名委員
監査委員
報酬委員

東ソー㈱ 特別顧問

取締役 ※Joseph P. Schmelzeis, Jr.
指名委員
監査委員
報酬委員

ジェイピー・エス・インターナショナル㈱
代表取締役
Cedarfield合同会社 職務執行者
㈱デンソー 社外取締役
東海旅客鉄道㈱ 社外取締役

取締役 ※羽 山 誉 敏 監査委員 ㈱日立製作所 社会ビジネスユニットCOO

取締役 馬 上 英 実 指名委員
報酬委員

日本産業パートナーズ㈱ 代表取締役社長
モバイル・インターネットキャピタル㈱ 監査役
HCJIホールディングス㈱ 代表取締役社長
㈱プロテリアル 取締役
㈱東芝 取締役

取締役 塩 嶋 慶一郎

取締役 ※先 崎 正 文 指名委員
報酬委員

取締役 平 野 耕太郎 指名委員
報酬委員
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（注）１．取締役のうち岡俊子、奥原一成、菊地麻緒子、Joseph P. Schmelzeis, Jr.、羽山誉敏及び馬上英実の６氏は、会社法に定
める社外取締役であり、岡俊子、奥原一成、菊地麻緒子及びJoseph P. Schmelzeis, Jr.の４氏は、㈱東京証券取引所の定
めに基づく独立役員です。

２．※印を付した取締役は、2023年６月26日開催の当社第59回定時株主総会において新たに選任され就任しました。
３．外山晴之、桂山哲夫、田淵道文及び細矢良智の４氏は、2023年６月26日開催の当社第59回定時株主総会終結の時をもっ

て、任期満了により取締役を退任しました。
４．山本寿宣氏は、2024年2月9日をもって逝去により取締役を退任しました。在任中は、会社法に定める社外取締役であり、

㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員でした。
５．取締役（監査委員）岡俊子氏は、財務及び会計並びにM＆Aにかかるコンサルタントとして長年にわたる実務経験があり、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。取締役（監査委員）Joseph P. Schmelzeis, Jr.氏は、金融機関で
の事業責任者としての経験及びヘッジファンド、アセットマネジメント会社の設立、運営等の経験を有しており、財務及び
会計に関する相当程度の知見を有しています。取締役（監査委員）山本寿宣氏は、在任中、事業会社において経理関連部門
等での豊富な経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有していました。

６．当社は、会社法第427条第１項及び定款第23条の規定に基づき岡俊子、奥原一成、菊地麻緒子、Joseph P. Schmelzeis,
Jr.、羽山誉敏及び馬上英実の６氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約をそれぞれ締結しており、
また、在任中の山本寿宣氏との間でも同様の契約を締結していました。その内容の概要は、これら取締役（業務執行取締役
等であるものを除く）の責任につき、会社法第425条第１項各号に掲げる額の合計額を限度とするものです。
なお、責任限定が認められるのは、取締役（業務執行取締役等であるものを除く）がその責任の原因となった職務の遂行に
ついて善意でかつ重大な過失がないときに限るものです。

７．当社は、執行役等へのヒアリングや内部監査部門からの報告の受領、子会社の監査等による情報の把握及び各種会議への出
席を継続的、効率的に行うため、常勤の監査委員を選定していましたが、2023年4月1日より新たに任命した監査委員会補
佐役が重要な会議に出席、監査活動に必要な情報を監査委員会に適時・的確に報告するほか、年度監査計画に基づいて監査
部門が実施した監査結果及び改善状況を監査委員会に報告するなどを通じて監査委員会監査の実効性が確保されることとな
ったため、第59回定時株主総会の終結の日より常勤の監査委員を設置していません。
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(2) 執行役
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表執行役
執行役会長 ※平 野 耕太郎 CEO

代表執行役
執行役社長 ※先 崎 正 文 COO、監査室及び品質保証統括

代表執行役
執行役副社長 田 淵 道 文 モノづくり責任者、輸出管理責任者、生産・調達本部長

執行役副社長 山 田 尚 義 CSO、経営戦略本部、サステナビリティ推進本部、マーケティング
本部、渉外室及びブランド・コミュニケーション本部管掌

執行役専務 石 井 壮之介 マイニングビジネスユニット長兼米州事業部長（日立建機アメリカ
Inc.取締役会長を兼務）

執行役専務 梶 田 勇 輔 コンストラクションビジネスユニット長
執行役常務 ※塩 嶋 慶一郎 CFO、財務本部長
執行役常務 豊 島 聖 史 CHRO、人財本部長、法務統括部管掌

執行役常務 中 村 和 則 CTO、パワー・情報制御プラットフォームビジネスユニット長及び
研究・開発本部長、コンパクトビジネスユニット管掌

執行役常務 福 西 栄 治 部品・サービスビジネスユニット長

執行役常務 松 井 英 彦 CMO、レンタル・中古車ビジネスユニット長兼グローバル営業本
部長

執行役 兼 澤 寛 マイニングビジネスユニット開発・生産統括部長
執行役 杉 山 徹 マイニングビジネスユニット副ビジネスユニット長
執行役 遠 西 清 明 CDIO、新事業創生ユニット長、ＤＸ推進本部管掌
執行役 成 川 嘉 啓 CPO、生産・調達副本部長
執行役 浜 辺 哲 也 経営戦略本部長
執行役 廣 瀬 雅 章 日本事業部長（日立建機日本㈱取締役社長を兼務）
執行役 山野辺 聡 中国事業部長（日立建機（中国）有限公司董事総経理を兼務）

執行役 Sandeep Singh インド事業部長（タタ日立コンストラクションマシナリーCo.,Pvt.,
Ltd.取締役社長を兼務）

（注）１．上記執行役は、2023年３月31日の当社取締役会決議において選任され、2023年４月１日をもって就任しました。
２．※印を付した執行役は、取締役を兼務しています。
３．役職ごとに五十音順にて表記しています。
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２．その他会社役員に関する重要な事項
2024年４月１日をもって執行役の変更を行いました。

＜新執行体制＞
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表執行役
執行役会長 平 野 耕太郎 CEO

代表執行役
執行役社長 先 崎 正 文 COO、監査室、安全衛生・コンプライアンス、品質保証及び連結

在庫適正化プロジェクト統括

執行役副社長 山 田 尚 義
CSO、経営戦略本部、サステナビリティ推進本部、マーケティング
本部、渉外室、ブランド・コミュニケーション本部及び法務統括部
管掌

執行役専務 石 井 壮之介 米州事業部長（日立建機アメリカInc.取締役会長を兼務）
代表執行役
執行役専務 梶 田 勇 輔 輸出管理責任者、コンストラクションビジネスユニット長

執行役常務 塩 嶋 慶一郎 CFO、財務本部長
執行役常務 豊 島 聖 史 CHRO、人財本部長

執行役常務 中 村 和 則 CTO、パワー・情報制御プラットフォームビジネスユニット長及び
研究・開発本部長

執行役常務 成 川 嘉 啓 モノづくり責任者、生産・調達本部長

執行役常務 福 西 栄 治 マイニングビジネスユニット長

執行役常務 松 井 英 彦 CMO、レンタル・中古車ビジネスユニット長、グローバル営業本
部長及び中国事業部長

執行役 一 村 和 弘 コンパクトビジネスユニット長(㈱日立建機ティエラ取締役社長を兼
務)

執行役 兼 澤 寛 マイニングビジネスユニット副ビジネスユニット長
執行役 杉 山 徹 マイニングビジネスユニット副ビジネスユニット長
執行役 遠 西 清 明 CDIO、新事業創生ユニット長、ＤＸ推進本部管掌
執行役 浜 辺 哲 也 経営戦略本部長
執行役 廣 瀬 雅 章 日本事業部長（日立建機日本㈱取締役社長を兼務）
執行役 細 川 博 史 部品・サービスビジネスユニット長
執行役 山野辺 聡 安全衛生・コンプライアンス本部長
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地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

執行役 Ray Kitic 大洋州事業部長(日立建機オセアニアホールディングスPty.,Ltd.取締
役社長及び日立建機(オーストラリア)Pty.,Ltd.取締役社長を兼務)

執行役 Sandeep Singh インド事業部長（タタ日立コンストラクションマシナリー
Co.,Pvt.,Ltd.取締役社長を兼務）

（注）役職ごとに五十音順にて表記しています。
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３．取締役及び執行役の報酬等の内容の決定に関する方針
(1) 方針の決定の方法
当社は、指名委員会等設置会社に関する会社法の規定により、報酬委員会が取締役及び執行役

の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針を定めています。

(2) 方針の概要
①取締役及び執行役に共通する事項
他社の支給水準を勘案の上、当社の業容規模・範囲、当社役員に求められる能力及び責任・
リスク等を踏まえた報酬の水準を設定します。

②取締役
取締役の報酬は、月額報酬となります。
・月額報酬は、職務が監督機能であることに鑑み、固定金額として定めることとし、その支
給水準については、常勤・非常勤の別、基本手当、所属する委員会の委員手当及び職務の
内容に応じて決定します。

なお、執行役を兼務する取締役には、取締役としての報酬は支給しません。

③執行役
執行役の報酬は、月額報酬及び業績連動報酬からなります。
・月額報酬は、役位ごとに基準額を設けます。
・執行役の月額報酬及び業績連動報酬の内訳は以下のとおりです。

区分 月額報酬
業績連動報酬

業績連動
賞与

譲渡制限付
株式報酬

会長・社長 60% 30% 10%
執行役 70% 20% 10%

・業績連動賞与の基準額は、標準業績目標達成度合い及び担当業務における成果に応じて変
動させることとし、変動幅は0〜200％程度とします。評価方法は、原則として以下のと
おりの割合で実施します。

区分 全社業績 部門業績 個人/部門
ミッション

会長・社長 80% - 20%
執行役 50% 30% 20%
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・業績連動賞与の評価指標及び構成比率は以下のとおりです。

区分 評価指標
構成比率

社長 その他執行役

①全社業績

調整後営業利益率 32％

80％

20％

50％
連結営業キャッシュ・フロー 16％ 10％
連結バリューチェーン売上高 16％ 10％
ＥＳＧ評価 16％ 10％

②部門業績目標 - 30％
③部門目標（組織健康度を含む経営課題３指標） 20％ 20％

※ESG評価はCDPの気候変動/水セキュリティ、DJSI（Dow Jones Sustainability
Indices）選定及び生産・製品CO2削減率の進捗状況を総合的に評価
※組織健康度は、従業員エンゲージメントやダイバーシティ＆インクルージョン等の様々
な観点から組織の健康状態を評価する指標
※外国人執行役の報酬水準は、人財確保の観点から各国・地域の報酬水準をベンチマーク
し、報酬の市場競争力も勘案して決定

・当社は、当社の執行役に対する企業価値の中長期的かつ持続的な向上を図るインセンティ
ブを与えるとともに、株主の皆さまとの一層の価値共有を進めることを目的に、譲渡制限
付株式報酬制度を導入しています。当該制度の内容は、普通株式を用いた譲渡制限付株式
の交付とし、在任中はその保有を義務付けます。執行役に対して当社が割り当てる譲渡制
限付株式の総数・配分は、報酬委員会が当該制度の目的、当社の業況、対象執行役の責任
の範囲等を勘案し、毎年決定します。
なお、当事業年度中に職務執行の対価として執行役に交付した株式の状況は、対象交付

者数16名に対して、25,072株です。
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・2024年3月29日開催の報酬委員会において、上記方針の内容を一部変更し、2024年4月
1日以降の執行役の報酬額について新たに決議しています。
主な変更点は以下のとおりです。
a. 執行役の月額報酬及び業績連動報酬の内訳

区分 月額報酬
業績連動報酬

業績連動
賞与

譲渡制限付
株式報酬

会長・社長 42% 42% 16%
副社長 55% 30% 15%
専務以下 60% 25% 15%

b. 業績連動賞与の評価方法

区分 全社業績 部門業績 個人/部門
ミッション

CEO・COO・
副社長 80% - 20%

執行役 60% 30% 10%

C. 業績連動賞与の評価指標及び構成比率

区分 評価指標
構成比率

CEO・COO・副社長 専務以下

①全社業績

当期利益 50％

80％

30％

60％
連結営業キャッシュ・フロー 20％ 10％
連結バリューチェーン売上高 - 10％
ＥＳＧ評価 10％ 10％

②部門業績目標 - 30％
③部門目標（組織健康度を含む経営課題３指標） 20％ 10％
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４．取締役及び執行役の報酬等の総額

区 分 人 数
報酬等の種類別の総額

報酬等の総額
基本報酬 業績連動報酬

（業績連動賞与)
業績連動報酬
（譲渡制限付株式）

取締役 9名 95百万円 − − 95百万円
（うち社外取締役） (8)名 （88百万円） − − （88百万円）

執行役 19名 597百万円 208百万円 78百万円 883百万円
合計 28名 692百万円 208百万円 78百万円 978百万円

（注）１．当期末日現在の人員は、取締役9名（うち、社外取締役６名）、執行役19名ですが、取締役9名のうち３名は執行役を兼務し
ているため、役員総数は25名です。なお、執行役を兼務する取締役３名に対しては、執行役としての報酬等を支給してお
り、取締役としての報酬等を支給していません。

２．上記取締役の員数は、無報酬の取締役1名及び執行役を兼務する取締役4名（当期中に退任した執行役を兼務する取締役を含
む）を除き、また、当期中に退任した取締役4名を含んでいます。

３．当社の報酬委員会は、当事業年度にかかる取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容について３回にわたり審議し、前記
「３．取締役及び執行役の報酬等の内容の決定に関する方針」に従ってその内容を決定したため、個人別の報酬等の内容は
当該方針に沿うものであると判断しています。

４．業績連動報酬として執行役に対して業績連動賞与を支給しています。業績連動報酬にかかる業績指標としては、調整後営業
利益率等の財務指標及び中期経営計画における各種目標等を設定しています。当該指標を選択した理由は、「役員報酬に係
る基本方針」に定めた一定の範囲内において、当該事業年度の事業計画及びその事業の成果に基づいて報酬額の算定を行う
ためです。業績連動報酬の算定方法については、各種業績指標の目標達成度合い及び担当業務における成果に応じて、一定
の範囲内で決定しています。当期に係る当社執行役に支給する業績連動報酬の評価指標に対する実績は、調整後営業利益率
12.0％、連結営業キャッシュ・フロー730億円、連結バリューチェーン売上高5,546百万円、ESG評価は、生産及び当社製
品の使用によるCO2の削減率が向上しました。

５．非金銭報酬として、執行役に対して譲渡制限付株式報酬を交付しています。当該株式報酬の内容及びその交付状況は、前記
「３.取締役及び執行役の報酬等の内容の決定に関する方針」に記載しています。

６．上記業績連動報酬（譲渡制限付株式）は、譲渡制限付株式報酬制度に基づく当事業年度における費用計上額を記載していま
す。

５．役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、取締役及び執行役を被保険者として、会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任

保険（D＆O保険）契約を締結しています。保険料は特約部分も含め会社が全額負担しており、
被保険者の実質的な保険料負担はありません。当該保険契約では、被保険者である取締役及び執
行役がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は、当該責任の追及に係る請求を受けることに
よって生ずることのある損害について塡補することとされています。但し、法令違反の行為であ
ることを認識して行った行為に起因して生じた損害は塡補されないなど、一定の免責事由があり
ます。
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６．取締役会の実効性評価結果の概要
当社は取締役会の実効性を確保・向上することを目的に、当社「コーポレートガバナンスガイ

ドライン」第12条（取締役会の評価）において、毎年、取締役会の実効性に関する評価を行う
こととしています。2023年度における取締役会の実効性評価結果の概要は以下のとおりです。
＜評価方法＞
（１）2023年11月の取締役会に、実効性評価に第三者機関の調査を取り入れる旨を審議。
（２）2024年１月に全取締役10名を対象に、以下項目について第三者機関によるアンケートを

実施。2月に全取締役9名に対し、アンケート結果を踏まえたインタビューを実施。
アンケート項目
No 項目 No 項目
１． 取締役会の在り方 ６． 取締役、社外取締役のパフォーマンス
２． 取締役会の構成 ７． 取締役に対する支援体制、トレーニング
３． 取締役会の運営 ８． 株主（投資家）との対話
４． 取締役会の議論 ９． 委員会（監査、指名、報酬委員会）
５． 取締役会のモニタリング機能 10． 総括

（３）アンケート、インタビュー結果をもとに、第三者機関が集計・分析を実施。
（４）取締役会事務局において前年度の結果に対する課題改善状況を纏め、３月の取締役会にお

いて結果を報告。改善すべき課題と改善策について審議し、コーポレートガバナンス報告
書等における開示についても審議を実施。

＜分析・評価＞
2015年度から始めた取締役会の実効性評価は、今まで社内の取締役会事務局が主導となり行

ってきました。2022年8月の資本異動後に当社の取締役会の実効性を外部に評価してもらい、
取締役会において不足している議論や対応について洗い出し、より充実した議論が行えるよう、
アンケート、インタビュー及び集計、分析のすべてを第三者機関に依頼し、改善が必要な課題と
して挙がった項目の改善を図ってきました。2023年度は、株主総会において選任された社外取
締役は全体の7割、独立役員は半数を占め、初の外国籍の取締役を迎えたこと、各委員会の委員
長を社外取締役が務めていることから、引き続き第三者機関に評価を依頼し、実効性を高めてい
くこととしました。
評価の結果として、当社は他社比較平均点を上回り「概ね機能している」と評価いただいた一

方で、いくつかの項目については昨年度の評点より下回るものもありました。更に取締役会の実
効性を高めるため、課題として①経営戦略・事業ポートフォリオ戦略その他重要な事項の議論の
機会・時間の確保、②運営の改善、③指名委員会・報酬委員会の運営の見直し、④株主との対話
方法の見直しを課題として抽出しました。
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＜今後の取り組み＞
当社取締役会は、分析・評価結果を踏まえ、各項目において取締役会で議論のうえ、継続的

な実効性の向上にむけて次の事項について取り組むこととしました。
１．議案説明の見直しによる議論の時間の確保
２．提案部署・提案役員への改善要求
３．スキルマトリックスの整理と、専門性を有した取締役の選任、登用、後任候補者の選定
４．株主・機関投資家との対話の充実
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連結財政状態計算書（2024年３月31日現在） （単位：百万円）

資産の部
流動資産

現金及び現金同等物 143,530

営業債権 305,179

契約資産 552

棚卸資産 552,319

未収法人所得税 2,994

その他の金融資産 33,538

その他の流動資産 19,590

小計 1,057,702

売却目的で保有する資産 19,848

流動資産合計 1,077,550

非流動資産

使用権資産 66,973

有形固定資産 471,287

無形資産 43,630

のれん 51,536

持分法で会計処理されている投資 23,844

営業債権 47,196

繰延税金資産 26,222

その他の金融資産 21,177

その他の非流動資産 5,590

非流動資産合計 757,455

資産の部合計 1,835,005

負債の部
流動負債

リース負債 11,711
営業債務及びその他の債務 261,930
契約負債 14,314
借入金 396,302
未払法人所得税等 15,210
その他の金融負債 19,164
その他の流動負債 3,679
小計 722,310
売却目的で保有する資産に
直接関連する負債 5,438

流動負債合計 727,748
非流動負債

リース負債 62,531
営業債務及びその他の債務 3,720
契約負債 9,439
社債及び借入金 179,280
退職給付に係る負債 22,505
繰延税金負債 9,368
その他の金融負債 629
その他の非流動負債 5,372

非流動負債合計 292,844
負債の部合計 1,020,592
資本の部
親会社株主持分

資本金 81,577
資本剰余金 75,965
利益剰余金 526,307
その他の包括利益累計額 82,600
自己株式 △3,069

親会社株主持分合計 763,380
非支配持分 51,033
資本の部合計 814,413
負債・資本の部合計 1,835,005
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連結損益計算書（2023年４月１日〜2024年３月31日） （単位：百万円）

継続事業

売上収益 1,405,928

売上原価 △970,758

売上総利益 435,170

販売費及び一般管理費 △267,142

その他の収益 5,175

その他の費用 △10,513

営業利益 162,690

金融収益 11,557

金融費用 △17,213

持分法による投資損益 3,442

税引前当期利益 160,476

法人所得税費用 △44,186

継続事業からの当期利益 116,290

非継続事業

非継続事業からの当期損失 △11,823

当期利益 104,467

当期利益の帰属

親会社株主持分 93,294

非支配持分 11,173

当期利益 104,467
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連結持分変動計算書（2023年４月１日〜2024年３月31日） （単位：百万円）

親会社株主持分

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の包括利益累計額

確定給付制度
の再測定

その他の包括
利益を通じて
測定する金融
資産の公正価
値の純変動額

キャッシュ・
フロー・ヘッジ
の公正価値の
純変動額

2023年４月１日 81,577 75,724 463,174 △666 7,182 △206
当期利益 93,294
その他の包括利益 270 2,153 12

当期包括利益 − − 93,294 270 2,153 12
自己株式の取得
支払配当金 △30,836
株式報酬取引 47
連結範囲の変動
利益剰余金への振替額 675 △675
非支配株主に係る売建プットオプション 194

持分所有者との取引合計 − 241 △30,161 − △675 −
2024年３月31日 81,577 75,965 526,307 △396 8,660 △194

親会社株主持分
非支配持分 資本の部合計その他の包括利益累計額

自己株式 合計在外営業活動
体の換算差額 合計

2023年４月１日 36,301 42,611 △3,094 659,992 41,048 701,040
当期利益 − 93,294 11,173 104,467
その他の包括利益 38,229 40,664 40,664 4,517 45,181

当期包括利益 38,229 40,664 − 133,958 15,690 149,648
自己株式の取得 − △6 △6 △6
支払配当金 − △30,836 △6,232 △37,068
株式報酬取引 − 31 78 78
連結範囲の変動 − − 620 620
利益剰余金への振替額 △675 − −
非支配株主に係る売建プットオプション − 194 △93 101

持分所有者との取引合計 − △675 25 △30,570 △5,705 △36,275
2024年３月31日 74,530 82,600 △3,069 763,380 51,033 814,413
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貸借対照表（2024年３月31日現在） （単位：百万円）

資産の部
流動資産 506,938

現金及び預金 5,331
電子記録債権 293
売掛金 249,957
商品及び製品 87,609
仕掛品 21,192
原材料及び貯蔵品 4,219
前払費用 2,127
短期貸付金 93,959
未収入金 33,708
その他 8,837
貸倒引当金 △294

固定資産 417,115
有形固定資産 119,766
建物（純額） 42,820
構築物（純額） 7,119
機械及び装置（純額） 25,162
車両運搬具（純額） 163
工具、器具及び備品（純額） 5,032
土地 36,296
建設仮勘定 3,175
無形固定資産 19,231
ソフトウェア 19,152
その他 79
投資その他の資産 278,118
投資有価証券 9,451
関係会社株式 143,368
関係会社出資金 52,472
長期前払費用 438
前払年金費用 1,282
繰延税金資産 6,298
関係会社長期未収入金 58,203
関係会社長期売掛金 16,229
その他 2,583
貸倒引当金 △12,207

資産合計 924,054

負債の部
流動負債 331,774

電子記録債務 28,004
買掛金 82,372
短期借入金 79,000
関係会社短期借入金 13,540
一年内返済予定の長期借入金 37,740
リース債務 228
未払金 17,504
未払費用 13,240
未払法人税等 1,572
預り金 51,600
契約負債 2,826
その他 4,150

固定負債 174,267
社債 50,000
長期借入金 106,056
リース債務 2,685
退職給付引当金 8,560
契約負債 6,745
その他 221

負債合計 506,042
純資産の部
株主資本 413,699
資本金 81,577
資本剰余金 85,006
資本準備金 81,084
その他資本剰余金 3,922
利益剰余金 250,185
利益準備金 2,169
その他利益剰余金 248,016
圧縮記帳積立金 6,291
別途積立金 12,952
繰越利益剰余金 228,773

自己株式 △3,069
評価・換算差額等 4,313
その他有価証券評価差額金 4,303
繰延ヘッジ損益 10
純資産合計 418,012
負債純資産合計 924,054
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損益計算書（2023年４月１日〜2024年３月31日） （単位：百万円）

売上収益 810,556
売上原価 690,549

売上総利益 120,008
販売費及び一般管理費 103,680

営業利益 16,328
営業外収益 66,345

受取利息及び配当金 61,269
雑収入 5,076

営業外費用 6,412
支払利息 1,147
為替差損 2,454
雑損失 2,811
経常利益 76,261

特別利益 987
投資有価証券売却益 972
固定資産売却益 15

特別損失 4,975
貸倒引当金繰入額 2,769
固定資産減損損失 93
投資有価証券減損損失 94
係争の終結に係る費用 2,019
税引前当期純利益 72,274
法人税、住民税及び事業税 6,598
法人税等調整額 △78
当期純利益 65,754
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株主資本等変動計算書（2023年４月１日〜2024年３月31日） （単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計圧縮記帳

積立金
圧縮記帳
特別勘定
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 81,577 81,084 3,876 84,959 2,169 4,201 1,923 12,952 194,023 215,268
当期変動額
剰余金の配当 - △30,836 △30,836
当期純利益 - 65,754 65,754
自己株式の取得 - -
自己株式の処分 0 0 -
株式報酬取引 47 47 -
圧縮記帳積立金の積立 - 2,306 △2,306 -
圧縮記帳積立金の取崩 - △216 216 -
圧縮記帳特別勘定積立金の積立 - -
圧縮記帳特別勘定積立金の取崩 - △1,923 1,923 -
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） - -

当期変動額合計額 - - 47 47 - 2,091 △1,923 - 34,750 34,917
当期末残高 81,577 81,084 3,922 85,006 2,169 6,291 - 12,952 228,773 250,185

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合 計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △3,094 378,710 3,414 113 3,527 382,237
当期変動額
剰余金の配当 △30,836 - △30,836
当期純利益 65,754 - 65,754
自己株式の取得 △7 △7 - △7
自己株式の処分 0 0 - 0
株式報酬取引 31 78 - 78
圧縮記帳積立金の積立 - - -
圧縮記帳積立金の取崩 - - -
圧縮記帳特別勘定積立金の積立 - - -
圧縮記帳特別勘定積立金の取崩 - - -
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） - 889 △103 786 786

当期変動額合計額 25 34,989 889 △103 786 35,775
当期末残高 △3,069 413,699 4,303 10 4,313 418,012
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年５月17日

日立建機株式会社
執行役社長 先崎 正文 殿

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石黒 一裕
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙梨 洋一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小沼 香王理

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、日立建機株式会社の２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日ま

での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表につい
て監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められ

る開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、日立建機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結

計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査委員会の責任
経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示

項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評

価し、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第１２０条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められ
る開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構
成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。
監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年５月17日

日立建機株式会社
執行役社長 先崎 正文 殿

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石黒 一裕
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙梨 洋一
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小沼 香王理

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、日立建機株式会社の２０２３年４月１日から２０２４年３月３

１日までの第６０期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書

類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上



監査報告書

― 69 ―

監査委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査委員会は、２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日までの第６０期事業年度における取締役及び執行役の職務の執

行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査委員会は、会社法第４１６条第１項第１号口及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整
備されている体制（内部統制システム）について取締役及び執行役並びに使用人等からその構築及び運用の状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、関連する部門等と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び執行役
等からその職務の執行に関する事項の報告を受け必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②財務報告に係る内部統制については、執行役及びEY新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、EY新
日本有限責任監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する運用状況

を含めた事業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘す
べき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2024年５月2１日

日立建機株式会社 監査委員会
監査委員（議長） 岡 俊子 ㊞
監査委員 奥原 一成 ㊞
監査委員 菊地 麻緒子 ㊞
監査委員 羽山 誉敏 ㊞

監査委員
Joseph P.
Schmelzeis,
Jr.

㊞

（注）監査委員の岡俊子、奥原一成、菊地麻緒子、羽山誉敏、Joseph P. Schmelzeis. Jr.の５氏全員は、会社法に定める社外取締役
です。

以 上
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株主総会開催場所の
お知らせ

会 場

交通のご案内
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東京ドームホテル
地下１階 シンシア
〒112－8562
東京都文京区後楽一丁目３番61号
TEL：(03) 5805－2111 (代表)

株主総会LIVE配信のご案内
当日は、株主総会のLIVE配信を行いま
す。詳細は同封のご案内をご覧くださ
い。
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株主各位

第60回定時株主総会招集ご通知に際しての
法令及び定款に基づく書面交付請求株主への

交付書面に含まれない事項
事業報告

Ⅰ．資金調達の状況 [主な借入先の状況]
Ⅱ．主要な事業内容
Ⅲ．主要な事業所
Ⅳ．従業員の状況
Ⅴ．社外役員に関する事項
Ⅵ．株式に関する事項
Ⅶ．会計監査人の状況
Ⅷ．剰余金の配当等の決定に関する方針
Ⅸ．業務の適正を確保するための体制について及び当該体制の運用状況

連結計算書類
Ⅹ．連結注記表

計算書類
Ⅺ．個別注記表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を
省略しています。
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Ⅰ．資金調達の状況【主な借入先の状況】
当連結グループの主な借入先の状況
当期末における当連結グループの主な借入金の状況は、次のとおりです。

（単位：百万円）
借 入 先 借入金当期末残高

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 126,644
㈱三井住友フィナンシャルグループ 113,927
㈱みずほフィナンシャルグループ 73,575
三井住友信託銀行㈱ 31,483
㈱千葉銀行 19,771

Ⅱ．主要な事業内容
事 業 主 要 製 品 等

建 設 機 械
ビ ジ ネ ス

建設関連
中型・小型油圧ショベル、ホイール式油圧ショベル、ミニショベ
ル、ホイールローダ、バックホウローダ、基礎工事用機械、道路
機械

資源開発関連 超大型・大型油圧ショベル、油圧バックホウ船、リジッドダンプ
トラック

環境関連 土質改良機、シュレッダ、木材リサイクル機、スクリーン

商品開発関連 スーパーロング掘削機、解体作業機、スクラップ処理機、林業仕
様機、電動ショベル、無線式操縦システム、双腕仕様機

機器関連 建設機械用油圧機器、汎用油圧機器
レンタル関連 建設機械及び建設関連製品の賃貸
中古車関連 中古建設機械等の販売

サービス関連 建設機械等の保守及びサービス、特定自主検査、部品販売、技術
研修、マイニング機械の運行管理

ソフト関連 建設機械・部品等の運送、建設機械の割賦販売及びリース等のフ
ァイナンス

スペシャライズド・
パーツ・サービスビ
ジネス

サービス関連
建設機械ビジネスセグメントに含まれないマイニング設備及び機
械のアフターセールスにおける部品開発、製造、販売及びサービ
スソリューションの提供
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Ⅲ．主要な事業所
(1) 当社の主な事業所

名 称 所在地 名 称 所在地
本社 東 京 都 常陸那珂工場 茨 城 県
土浦工場 茨 城 県 常陸那珂臨港工場 茨 城 県
霞ヶ浦工場 茨 城 県 播州工場 兵 庫 県
龍ケ崎工場 茨 城 県

(2) 子会社の主な事業所
名 称（国内） 所在地 名 称（海外） 所在地

㈱日立建機ティエラ 滋 賀 県 日立建機（ヨーロッパ）N.V. オランダ
㈱日立建機カミーノ 山 形 県 P.T.日立建機インドネシア インドネシア
多田機工㈱ 千 葉 県 日立建機（中国）有限公司 中 国
新東北メタル㈱ 秋 田 県 日立建機トラックLtd. カ ナ ダ
日立建機ロジテック㈱ 茨 城 県 タタ日立コンストラクションマシナリー

Co.,Pvt.,Ltd. イ ン ド
日立建機リーシング㈱ 埼 玉 県 日立建機ユーラシアLLC ロ シ ア
日立建機日本㈱ 埼 玉 県 日立建機アジア・パシフィックPte.Ltd. シンガポール

日立建機販売（中国）有限公司 中 国
日立建機融資租賃（中国）有限公司 中 国
日立建機アフリカPty.Ltd. 南アフリカ
P.T.ヘキシンドアディプルカサTbk インドネシア
日立建機オセアニアホールディングス
Pty.,Ltd. オーストラリア
日立建機ホールディングU.S.A.Corp. 米 国
ウェンコ･インターナショナル・マイニン
グ・システムズ Ltd. カ ナ ダ
日立建機中東Corp.FZE U A E
日立建機アメリカ Inc. 米 国
H-E Parts International LLC 米 国
Bradken Pty Limited オーストラリア

Ⅳ．従業員の状況
建設機械ビジネス
（前期比増減）

スペシャライズド・パーツ・
サービスビジネス

（前期比増減）
従業員数 計
（前期比増減）

平均年齢
（単独）

平均勤続年数
（単独）

22,391名 3,839名 26,230名 40.3歳 15.4年（590名） （210名） （800名）
（注）従業員数は就業人員です。
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Ⅴ．社外役員に関する事項
(1) 他の法人等の兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

氏 名 重要な兼職の状況

岡 俊子

明治大学大学院グローバル・ビジネス研究科 専任教授
ソニーグループ㈱ 社外取締役
㈱ハピネット 社外取締役
ENEOSホールディングス㈱ 社外取締役
アース製薬㈱ 社外取締役

菊 地 麻緒子
コンパス国際法律事務所 代表
三井倉庫ホールディングス㈱ 社外取締役
㈱良品計画 社外監査役

山 本 寿 宣 東ソー㈱ 特別顧問

Joseph P. Schmelzeis,
Jr.

ジェイピー・エス・インターナショナル㈱ 代表取締役
Cedarfield合同会社 職務執行者
㈱デンソー 社外取締役
東海旅客鉄道㈱ 社外取締役

羽 山 誉 敏 ㈱日立製作所 社会ビジネスユニットCOO

馬 上 英 実

日本産業パートナーズ㈱ 代表取締役社長
モバイル・インターネットキャピタル㈱ 監査役
HCJIホールディングス㈱ 代表取締役社長
㈱プロテリアル 取締役
㈱東芝 取締役

（注）1.社外取締役の重要な兼職の状況については上表に記載のとおりです。なお、取締役馬上英実氏は、HCJIホールディングス㈱の
代表取締役社長を兼任しています。同社は当社株式数の25％超を保有する大株主であり、当社との間で、資本提携契約を
締結しています。また、取締役羽山誉敏氏は、㈱日立製作所の社会ビジネスユニットCOOを兼任しています。同社は当
社株式数の25％超を保有する大株主であり、当社との間で、日立ブランドに関する使用許諾関係があります。
2.山本 寿宣氏は、2024年2月9日をもって逝去により退任しました。

(2) 当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であるものを除く）との親族関係
該当者はいません。
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(3) 社外役員の主な活動状況
氏 名 活動状況並びに社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

岡 俊子
当期中に開催された取締役会12回の全てに、指名委員会４回の全てに、監査委員会
13回の全てに、報酬委員会5回の全てに出席し、コンサルティング会社の経営者と
しての豊富な経験、Ｍ＆Ａに関する知識、高い見識を活かし、議案の審議等に必要
な発言を適宜行っています。

奥 原 一 成
当期中に開催された取締役会12回の全てに、指名委員会4回の全てに、監査委員会
13回の全てに、報酬委員会5回の全てに出席し、国際的企業の経営者としての豊富
な経験、人事・労務政策に関する知識、高い見識を活かし、議案の審議等に必要な
発言を適宜行っています。

菊 地 麻緒子
当期中に開催された取締役会12回の全てに、指名委員会4回の全てに、監査委員会
13回の全てに、報酬委員会５回の全てに出席し、法曹分野における豊富な経験、知
識及び経営者・監査役としての経験、高い見識を活かし、議案の審議等に必要な発
言を適宜行っています。

山 本 寿 宣

2023年6月26日就任後、2024年2月9日付で退任するまでに開催された取締役会
８回の全てに、指名委員会３回の全てに、監査委員会８回の全てに、報酬委員会２
回の全てに出席し、国際的企業の経営者としての豊富な経験、事業企画・管理や国
内外のモノづくり分野における事業経験、高い見識を活かし、議案の審議等に必要
な発言を適宜行っていました。

Joseph P. Schmelzeis,
Jr.

2023年6月26日就任以降開催された取締役会10回のうち９回に、指名委員会4回
の全てに、監査委員会９回の全てに、報酬委員会3回の全てに出席し、国際的企業
の経営経験に加え、ベンチャー事業立上げ、戦略コンサルタント、駐日米国大使館
首席補佐官として日米の友好関係促進に尽力する等の幅広い経験、高い見識を活か
し、議案の審議等に必要な発言を適宜行っています。

羽 山 誉 敏
2023年6月26日就任以降開催された取締役会10回のうち９回に、監査委員会９回
の全てに出席し、日立グループの情報・通信システム分野における業務経験及び経
営者としての豊富な経験、高い見識を活かし、議案の審議等に必要な発言を適宜行
っています。

馬 上 英 実
当期中に開催された取締役会12回の全てに、指名委員会4回の全てに、報酬委員会
５回の全てに出席し、ファンド運営会社の経営者としての豊富な経験、金融・財務
やM＆A分野に関する知識、高い見識を活かし、議案の審議等に必要な発言を適宜
行っています。

（注）1.上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第22条の規定に基づき、取締役会があったものとみなす書
面決議が1回ありました。

2.山本 寿宣氏は、2024年2月9日をもって逝去により退任しました。
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Ⅵ．株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 700,000,000株

(2) 発行済株式の総数 215,115,038株
（うち、自己株式 2,442,175株）

〔資 本 金 81,576,592,620円〕１単元株式数 100株

(3) 株主数 26,302名

(4) 大株主（上位10名）

株主名 所有株式数（千株） 持株比率（％）
HCJIホールディングス㈱ 55,290 26.00
㈱日立製作所 54,062 25.42
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 30,516 14.35
㈱日本カストディ銀行（信託口） 12,335 5.80
ＪＰモルガン証券㈱ 3,437 1.62
ＨＳＢＣ ＨＯＮＧ ＫＯＮＧ−ＴＲＥＡＳＵＲＹ ＳＥＲＶＩＣ
ＥＳ Ａ／Ｃ ＡＳＩＡＮ ＥＱＵＩＴＩＥＳ ＤＥＲＩＶＡＴＩＶ
ＥＳ

2,398 1.13

STATE STREET BANK WEST CLIENTーTREATY ５０５２３４ 2,015 0.95
ゴールドマン・サックス証券㈱ BNYM 1,944 0.91

JP MORGAN CHASE BANK ３８５７８１ 1,447 0.68

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 1,212 0.57
（注）１．当社は、自己株式2,442,175株を保有していますが、上表には含めていません。

２．持株比率については、自己株式2,442,175株を除いて算出しています。

(5) 職務執行の対価として役員に交付した株式の状況
当事業年度中に役員に交付した株式については、第60回定時株主総会招集ご通知「Ⅱ会社役員に関する事項

３.取締役及び執行役の報酬等の内容の決定に関する方針」の51頁に記載しています。
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Ⅶ．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称
EY新日本有限責任監査法人

(2) 当期に係る会計監査人の報酬等の額
（単位：百万円）

区 分 金 額
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 173

うち、当社が支払うべき報酬等の額（※） 133
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬の額を区分してお

らず、実質的にも区分できないため、※印の額は、これらの合計額を記載しています。
２．監査委員会は、会計監査人の監査計画の内容、品質管理体制の整備状況、会計監査の職務遂行状況等を確認し、監査報酬の

見積等の算出根拠、算定内容につき分析・検討した結果、会計監査人の報酬等につき妥当であると判断し、会社法第399条
第１項の同意を行いました。

(3) 非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務であるコンフォートレター作成に関

する業務等について対価を支払っています。

(4) 過去２年間に業務の停止の処分を受けた者に関する事項
該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める事由に該当すると認められ、速やかに解任す

る必要があると判断した場合、監査委員の全員の同意によって会計監査人を解任します。
この場合、監査委員会が選定した監査委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任

した旨及びその理由を報告します。
上記の場合のほか、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められるなど、会計監査人を変更すべ

きと判断される場合には、監査委員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容
を決定します。
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Ⅷ．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、財務体質の健全性の維持・強化及び中長期的な事業戦略に基づいた技術開発・設備投資等、先行投資

の実施計画をバランス良く勘案しながら内部留保に努めると共に、連結業績に連動した剰余金の配当を原則とし
て、中間と期末の2回に分けて同一年度に2度実施する方針であり、連結配当性向30％〜40％を目安に安定的か
つ継続的に実施することを基本として株主利益の最大化を図ります。
また、自己株式の取得については、機動的な資本政策の遂行を可能とすること等を目的として、その必要性、

財務状況、株式動向等を勘案して適宜実施します。

Ⅸ．業務の適正を確保するための体制について及び当該体制の運用
状況

１．監査委員会の職務の執行のため必要なものとして法務省令で定める事項
(1) 当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

①監査委員会の職務を補助する組織として監査委員会事務局を設け、執行役の指揮命令には服さない専従の
使用人を置きます。

②監査委員会事務局に所属する使用人以外に、内部監査部門及び法務・総務部門が監査委員会の職務を補助
するものとし、補助の具体的な態様については、以下のとおりです。
内部監査部門………監査委員会に報告した監査計画に基づく内部監査の実施
法務部門………取締役会の議題の確定、議事録の作成・備置に関する事務、資料の管理に関する事務、

その他法令の解釈運用等に関する事務
秘書部門………各取締役の日程の調整

③監査委員会は、前２項に定める他、職務を補助する補佐役を当社従業員より任命することができます。
補佐役は、監査委員会が行う実査・往査を補佐し、関連部門と連携して監査の対象となる事項の調査・分
析・報告・意見表明を行うなどの監査委員会の全活動を補佐します。
監査委員会の職務の補助を特に明示的な職務とする取締役は置きません。

(2) 前号の取締役及び使用人の執行役からの独立性並びに監査委員会の当該取締役及び使用人に対する指示の実
効性の確保に関する事項
①監査委員会事務局に所属する使用人は、執行役の指揮命令には服さない監査委員会事務局専属の者としま
す。
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②監査委員会事務局に所属する使用人及び補佐役の執行役からの独立性を確保するために、監査委員会は、
監査委員会事務局及び補佐役の人事異動について事前に報告を受け、必要な場合は理由を付して人事管掌
執行役に対して変更を申し入れることができます。

③監査委員会事務局に所属する使用人及び補佐役を懲戒に処する場合には、人事管掌執行役は予め監査委員
会の承認を得るものとします。

(3) 監査委員会への報告に関する体制及び報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制
①執行役会に附議、報告された当社及び子会社の案件については、執行役より監査委員に報告します。
②内部監査担当部署が実施した当社及び子会社に対する内部監査の結果については、遅滞なく監査委員に報
告します。

③執行役は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに監査委員に当該事実を
報告します。

④当社及び子会社の使用人を対象とした「コンプライアンス通報制度」による通報の状況について、同制度
の事務局であるコンプライアンス担当部署より監査委員に報告します。当該通報制度による通報者につい
て、通報したことを理由として不利益な取扱いをしない旨会社規則に定め、コンプライアンス担当部署は
その運用を徹底します。

⑤当社の執行役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人から監査委員会への報告は、監査委員
会の決議により定めた委員または補佐役への報告をもって行います。

(4) 当社の監査委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生
ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査委員の職務の執行について生ずる費用の支払その他の事務は総務部門が担当します。総務部門は監査
委員から費用の前払その他支払に関する請求があったときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査委
員の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理しま
す。

(5) その他当社の監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査委員会は、年間の監査方針及び監査計画に基づき、次の事項について実効的に監査するものとしま
す。
a．監査委員は、重要な会議に出席します。
b．執行役及び使用人からその職務の執行状況を聴取します。
c．重要な決裁書類等を閲覧します。
d．本社及び主要な事業所並びに子会社の業務並びに財産の状況を調査すると共に、必要に応じて報告を
聴取します。
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②会計監査人による会計監査の有効性を担保するために、監査委員会は会計監査人の監査計画及び監査重点
項目を事前に受領し、会計監査結果と共にその結果を受領します。また、会計監査人の独立性を確保する
ために、会計監査人の報酬及び会計監査人に依頼する非保証業務については、監査委員会の事前了解を要
することとします。

２．執行役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制
次に記載する内容の経営管理システムを用いて、法令遵守体制を継続的に維持します。

(1) 後掲の「当社の使用人並びに子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制」と同様です。

(2) 上記に加え、執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するために、当社の使用人が外部機
関を通じて通報できる制度を設置します。

３ その他当社及び子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するため
に必要なものとして法務省令で定める当社における体制の整備

(1) 当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①執行役の決定並びに職務の執行に係る情報・文書の取扱いについては、社内規則に則り、保存及び管理す
るものとします。

②上記の情報・文書については、監査委員の要求があった場合、執行役は速やかに提出するものとします。

(2) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①安全衛生、コンプライアンス、情報セキュリティ、品質、輸出管理、環境、災害等にかかるリスクについ
ては、それぞれの対応部署にて、必要に応じ、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作
成・配布等を行う体制をとり、子会社に対しても、各社の規模等に応じて当社に準じた体制の整備を行わ
せます。

②全社的リスクマネジメント委員会（ERM委員会）において、全社横断的な対応方針や経営判断が必要なリ
スクについて、その特定と関係部門への周知、リスク評価、リスクマネジメントの重要テーマの議論、対
応策の方針決定を行います。

③執行役会において、執行役より定期的に実施される当社及び子会社の業務執行状況の報告等を通じ、新た
なリスク発生の可能性の把握に努めます。また、新たに生じたリスクへの対応のために、必要な場合は、
執行役社長から各関連部署に示達すると共に、速やかに対応責任者となる執行役を定めます。

④リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合には、執行役は速やかに監査委員に報告します。
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(3) 当社の執行役及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
次に記載の経営管理システムを用いて、当社の執行役並びに子会社の取締役の職務執行の効率性を確保する
ものとします。
①執行役による意思決定
当社又は日立建機グループ全体に影響を及ぼす重要事項については、会議の開催による多面的な検討を経
て慎重に決定するための仕組みとして、執行役会規則を定め、担当執行役による決定の前に、重要事項
は、執行役会、政策会議等で検討する体制としています。
a.執行役会
・全執行役で構成する会議であり、原則として毎月２回開催します。
・執行役会規則に定める重要事項に関する審議及び報告を行います。
b.政策会議
・常務以上の執行役で構成する会議であり、原則として毎月１回開催します。
・個別の重要事項に関する審議を行います。

②予算・業績管理
当社及び子会社の業績管理は、独立採算性及び自主管理の強化を狙いとし、財務業績の責任主体であるビ
ジネスユニット別と、管理業績の主体である地域別事業部別に業績を管理するマトリックス方式の業績管
理体制を敷いています。更に、ＮＰＶを用いて、資本コストを意識した企業価値向上を、財務・管理両体
制で実施し、日立建機グループでの業績管理を徹底しています。なお、予実算管理、ＮＰＶ業績管理は、
単独財務・管理業績、連結対象グループ会社業績、グループ連結業績、全てに適用しています。

③内部監査
当社及び子会社の業務運営の状況を把握し、その改善を図るために、内部監査に関する規則を定め、当社
及び子会社の各部署を定期的に監査する体制を構築します。

④財務報告の信頼性の確保
a.監査委員会が会計監査人を監督し、また、会計監査人の執行役からの独立性を確保するため、監査委員
会の職務として、以下の事項を実施します。
・監査委員会に対する会計監査人の監査計画の事前報告の受領
・監査委員会による会計監査人の報酬の事前承認
b.当社及び子会社で、財務報告へ反映されるべき事項全般につき文書化された業務プロセスの着実な実行
と検証を社内又は必要に応じて外部監査人により行います。

⑤その他子会社に関する事項
a.子会社に取締役及び監査役を派遣します。
b.当社は、法務、経理、総務等のコーポレートに関する業務及び研究開発、特許等の知的財産管に関する
業務等について、子会社からの相談に対応できる窓口を設置の上、日立建機グループとして適正かつ効
率的な業務が行える体制を構築します。
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(4) 当社の使用人並びに子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
次に記載する内容の経営管理システムを用いて、法令遵守体制を継続的に維持します。
①事業活動に関連する法令の遵守
a.法令遵守状況の確認及び法令違反行為等の抑止のため、監査室その他の担当部署及び子会社の担当部署
による内部監査を実施します。
b.法令遵守に関して横断的な管理を図るため、規則又は担当部署の決定により各種の委員会等を設置しま
す。
c.当社及び子会社の使用人が当社担当部署に通報できる「コンプライアンス通報制度」を設置します。
・同制度の事務局であるコンプライアンス担当部署を事務局として、違法行為等に関する内部通報を受
けつけます。

・同制度の事務局であるコンプライアンス担当部署は必要な調査等を実施し、通報者に回答します。
・通報者には通報による不利益が生じないようにします。
d.法令遵守教育として、事業活動に関連する各法令について、当社及び子会社においてハンドブック等の
教材を用いた教育を実施します。

②会社規則
内部統制システム全般に亘り、周知を図り実効性を確保するため、執行役の職務として、情報セキュリテ
ィ、環境、品質管理、輸出管理、反社会的取引防止等、日立建機グループの事業活動に関連する法令の遵
守を基本とする各種方針及び各会社規則を定めます。但し、内部統制に関する以下の事項を定める規則に
ついては、制定改廃に取締役会の承認を要するものとします。
a.規則の体系、制定方法を定める規則
b.会社の機関に関する規則
c.法令遵守、情報管理等に関する規則のうち特に重要なもの
なお、その他の会社規則については、その重要性に応じて、制定改廃を決裁するべき執行役を定めます。
日立建機グループにおいて共通に定めるべき方針・規則等を子会社に周知し、当該方針・規則等に準じた
規則等の整備を行わせます。
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(5) 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
①子会社に係る業務上の重要事項について、当社執行役会での審議の対象とします。
②中期経営計画・予算制度において、子会社を含めた連結事業体で業績目標及び施策等を定め、評価を行う
こととし、当該制度を通じて子会社はその状況について当社に報告します。

(6) その他当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①日立建機グループ行動規範をブランド及びサステナビリティ推進活動の基礎として位置付け、企業が果た
すべき社会的責任についての理解を共有します。

②当社は日立建機グループ行動規範及びそれに準じた方針・規則等をその子会社に周知し、整備を図りま
す。

③当社及びその子会社は、日立建機グループ内の取引を市価を基準として公正に行うことを方針とします。
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当事業年度における「業務の適正を確保するための体制」の主な運用状
況は以下のとおりです。

(1) 監査委員会の活動
・当社は監査委員会の職務を補助するために、監査委員会補佐役を任命し、補助機関である監査委員会事務局と
して専属の使用人を１名、及び内部監査部門と兼務の使用人２名を置いています。監査委員会事務局は何れの
執行役の管掌下にもなく、監査委員会に直属しています。また、内部監査部門、法務及び秘書部門もその活動
を補助しています。

・監査委員は、代表執行役との意見交換を含めて全執行役及びビジネスユニット長から職務執行状況を聴取し、
その業務執行の適切性について審議、検討しています。

・監査委員は、コンプライアンス担当部署から当社及び当社グループ会社の「コンプライアンス通報制度」の通
報内容、対処方法について定期的に報告を受け、必要に応じて対処の結果を確認しています。

・監査委員の職務を執行するにあたり生ずる費用は総務部門がその支払い等を処理しています。
・監査委員及び監査委員会補佐役は年間の監査方針及び監査計画に基づき、次の事項を行っています。
（a）重要な会議に出席しています。
（b）執行役及び使用人から職務の執行状況を聴取しています。
（c）重要な決裁書類等を閲覧しています。
（d）本社及び主要な事業所並びに当社グループ会社の業務及び財産の状況を調査すると共に、内部監査部門

や財務・経理部門、或いは製品品質や環境を管理する部門等各部門から報告聴取を行っています。
・2023年度は監査委員会を13回開催すると共に、６回の執行役並びにビジネスユニット長からの職務執行状況
聴取を実施しました。国内グループ会社に対しては訪問により２社、海外グループ会社に対してはインターネ
ットを活用して１社から、訪問により１社から事業や業務運営等の報告聴取を行い、２社に対する視察を行い
ました。

(2) コンプライアンス・リスクマネジメント
・当社及び当社グループ会社では、「日立建機グループ行動規範」及び「日立建機グループ企業倫理・コンプラ
イアンスコード」を定め、「安全とコンプライアンス」を最優先に教育や各種施策に取り組んでいます。

コンプライアンスの取り組み
・当社はコンプライアンス管理委員会を設置し、当社内におけるコンプライアンス管理に関わる情報共有を行う
とともに、当社グループ会社のコンプライアンス委員会との連携によるコンプライアンスのための施策展開、
コンプライアンス施策の周知徹底を行っています。

・コンプライアンス管理委員会を、上期と下期にそれぞれ開催（２回）しました。
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・当社及び当社グループ会社が事業活動を行う全ての国・地域で、贈収賄防止法、競争法及びマネーロンダリン
グ防止法（反社会的取引防止を含む）を遵守するため、主要コンプライアンス規則を日立建機グループで共通
化しています。

・当社及び当社グループ会社は、毎年コンプライアンスに関する当社社長メッセージを当社グループ会社にも配
信しています。

・コンプライアンスに関する啓発を目的に、e-Learning研修動画を多言語（全13言語）で作成し、また研修動
画を分割し、１本あたりの視聴時間を短くすることで視聴を容易にしています。当該e-Learning研修動画は、
当社グループ会社全てに配信しており、具体的な研修内容は次のとおりです。
（a）当社及び当社グループ会社のコンプライアンスに対する姿勢を明確にするためのトップメッセージ
（b）倫理・一般法令に関し、具体事例を用いた啓発
（c）贈収賄防止、競争法遵守及びマネーロンダリング防止法（反社会的取引防止を含む）の重要性、並びに

主要コンプライアンス規則に基づく運用の啓発
・当社は、当社グループ全体のコンプライアンス遵守状況の把握のため、監査担当部門が実施する業務監査にお
いて計画的にコンプライアンス監査を実施するとともに、当社及び当社グループ会社において新たに制定した
「コンプライアンス・リスク管理規則」に基づき、報告実務を明確化しました。また、これらによる検出事項
に対する再発防止策の徹底に加え、当社及び当社グループ会社に対する横展開を行い、再発防止を図りまし
た。

通報制度
・コンプライアンス担当部署が直接、又は外部機関を通じて受け付ける内部通報制度を設け、「コンプライアン
ス通報制度運営規則」に則って慎重に対応しています。

ＢＣＰ
・事業継続に影響を与える重要なリスクについては、「コンプライアンス・リスク管理規則」に則り対応するほ
か、事故や自然災害発生時には迅速かつ確実な対応ができるよう緊急対応を示した小冊子を従業員に公開して
います。また、全従業員を対象に四半期に一度の安否確認訓練を実施しています。

輸出管理・環境・情報セキュリティ
・担当部署が当社及び当社グループ会社の関連部署と連携し、世界情勢や環境の変化、技術の進歩に応じた関係
法令の改定をふまえ、問題を予防するよう規則や手続きを定め、多方面からチェックを行う態勢を整えていま
す。
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・2023年度に開催された関連する各種会議体とその審議・報告内容は以下のとおりです。
（a）輸出管理委員会：計２回

審議・報告内容…上期：開催１回[定期報告事項の審議]
下期：開催１回[定期報告事項の審議]
輸管通達・連絡メモの発信、輸出管理教育の実施内容と受講状況、輸出管理票審査状
況、監査状況、AEO（特定輸出者制度）継続の為の活動（体制、活動実績、監査実施
報告）、その他（グループ会社の輸出管理体制、輸出管理のシステム対応の報告）

（b）サステナビリティ推進委員会：計３回
審議・報告内容…マテリアリティごとの重点施策・KPIの見直し、カーボンニュートラル推進、サーキュ

ラーエコノミー推進、ESG情報開示の報告
（c）CSR推進責任者会議：計２回

審議・報告内容…マテリアリティごとの重点施策・KPIの見直し、ESG情報開示の方針
（d）環境推進責任者会議：計２回

審議・報告内容…カーボンニュートラル・サーキュラーエコノミーの方針提案、環境コンプライアンス
の施策計画、環境４負荷低減の実績・計画

（e）環境管理委員会：計６回
審議・報告内容…環境コンプライアンス及び環境事故、環境４負荷低減の実績・計画

（f）情報セキュリティ委員会：計２回
審議・報告内容…情報セキュリティ委員会の体制、セキュリティ事故発生状況、サイバー攻撃発生状況、

サイバーセキュリティ対策チームCSIRT設立、ソフトウェアライセンス棚卸結果、
CSIRT活動報告、各種セキュリティ施策の結果報告、製品・サービスデータガバナンス
分科会報告、製品サイバーセキュリティ分科会報告、情報セキュリティ社規改正

・定期的な集合研修とe-Learningを実施しています。

(3) モニタリング
・各施策が適正に運用されているかをモニタリングするため、それぞれの担当部署が、定期的に自己監査や内部
監査を実施しています。

自己監査・内部監査
・当社においては、安全衛生/環境管理/輸出管理/品質管理等の諸規則に則って実施される自己監査の他、自主
的に適正な業務遂行がなされている事を確認する自己監査を各部門で実施しています。

・当社は内部監査担当部門として、室長以下12名の専従スタッフと2名の監査委員会事務局との兼任者により構
成された社長直属の監査室を設置しています。
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・監査室は、リスクベース手法に基づき監査対象を選定し、各事業部及び各グループ会社の業務が、正確、正当
かつ合理的に処理されているかどうかを監査しています。

・監査室は組織上は社長直属となっていますが、監査計画並びに監査結果を監査委員会へ報告しており、デュア
ルレポーティングラインを構築しています。

・往査に加えインターネットツールを活用したリモート監査を実施し、一部の海外グループ会社については提携
する内部監査専門業者に監査委託を行うことで、国内５社、海外７社、計12社の内部監査を遂行しました。監
査での指摘事項については、過年度分の監査を含め当該各社に改善状況を半年毎にフォローし、組織的な対応
を支援し、全体の進捗も把握しています。

・内部監査専任部門を有するグループ会社から監査計画並びに監査報告書を入手し、グループ全体の監査品質の
向上と、更に当社監査室においても内部監査人協会基準に則った内部評価の導入により自身の監査品質の向上
に努めています。

J-SOX（内部統制）
・J-SOX委員会が、当社及び当社グループ会社における内部統制の運営方針決定と有効性評価の審議機関であ
り、財務報告の信頼性を確認するための内部統制システムの運用状況を確認し、不備があれば改善を求め、改
善状況も確認しています。

・J-SOX委員会は、DX（ITシステム情報管理）、法務、経理・財務、監査の各部門の長から構成されています。
・2023年度J-SOX委員会の開催回数は４回となり、その内容は監査委員会に報告されています。

(4) 重要事項の決定
・2023年度に開催された、当社又は当社グループ会社に影響を及ぼす経営上の重要事項についての各種会議体
とその審議・報告内容は以下のとおりです。
（a）執行役会：計24回

審議・報告内容…執行役会規則に定める重要事項に関する審議・報告
（b）販売・生産に関する会議：計12回

審議・報告内容…需要・販売・在庫見通しに関する事項、当社単独売上見通し（現地要求値）に関する
事項、各工場における生産計画に関する事項、その他各種施策に関する事項の合議・
討議・進捗報告

（c）経営・政策に関する会議：計41回
審議・報告内容…中期経営計画、年度予算の重点施策に関わる事項、将来に関わる経営課題事項、部門

横断による経営課題の合議・討議・進捗報告
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Ⅹ．連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結計算書類の作成基準

当連結グループの連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際財務報告基準（以下、IFRS）に準拠して作
成しています。なお、連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しています。
また、記載金額は各々百万円未満を四捨五入して表示しています。

(2) 連結の範囲等に関する事項
連結の範囲に含められている連結子会社は86社です。
主要な連結子会社は以下のとおりです。
日立建機日本㈱、㈱日立建機ティエラ、㈱日立建機カミーノ、日立建機（中国）有限公司、日立建機販売（中国）有限公司、
タタ日立コンストラクションマシナリーCo.,Pvt.,Ltd.、日立建機アジア・パシフィックPte.Ltd.、P.T.日立建機インドネシア、
日立建機（ヨーロッパ）N.V.、日立建機アメリカ Inc.、日立建機トラックLtd.、日立建機融資租賃（中国） 有限公司、日立
建機オセアニアホールディングスPty., Ltd.、H-E Parts International LLC、Bradken Pty Limited

当連結会計年度より以下のとおり連結の範囲を変更しています。
当連結会計年度中に連結範囲に含めた会社 10社
①買収による増加 ３社
日立建機フランスS.A.S 他２社

②株式の追加取得による増加 ７社
ACME Business Holdco, LLC 他６社

当連結会計年度中に連結範囲から除外した会社 ３社
①合併による消滅 １社
②株式の売却による減少 ２社

(3) 持分法の適用に関する事項
持分法適用の範囲に含められている関連会社は15社です。
主要な持分法適用関連会社は以下のとおりです。
P.T. Hexa Finance Indonesia、HTC Leasing Company Limited

当連結会計年度より以下のとおり持分法の適用範囲を変更しています。
当連結会計年度中に持分法適用から除外した会社 ８社
①合併による消滅 １社
②連結子会社化による減少 ７社
ACME Business Holdco, LLC 他６社

持分法非適用関連会社 ３社

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は以下を除き、連結決算日と一致しています。
日立建機（中国）有限公司、日立建機販売（中国）有限公司、合肥日建機工有限公司、日立建機融資租賃（中国）有限公司、
日立建機ユーラシアLLC 他25社

なお、連結計算書類作成に当たって、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財政状態計算書及び
損益計算書を使用しています。
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(5) 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
イ）金融商品
(a) 非デリバティブ金融資産
当連結グループは、営業債権を、これらの発生日に当初認識しています。その他の金融資産は、当連結グループが当該金

融商品の契約当事者となった取引日に当初認識しています。
当連結グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、または金融資産の所

有に係るリスクと経済的便益を実質的にすべて移転する取引において、当該金融資産から生じるキャッシュ・フローを受け
取る契約上の権利を移転した時に当該金融資産の認識を中止しています。金融資産の所有に伴う実質的にすべてのリスク及
び経済的価値を留保も移転もしない取引においては、当連結グループは当該金融資産への支配を保持していない場合にその
資産の認識を中止するものとしています。

非デリバティブ金融資産の分類及び測定モデルの概要は、以下のとおりです。

償却原価で測定する金融資産
以下の要件を満たす金融資産を償却原価で測定する金融資産として分類しています。

・当連結グループのビジネスモデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローを回収することを目的として資
産を保有している場合

・契約条件が、特定された日に元本及び元本残高に係る利息の支払いのみによるキャッシュ・フローを生じさせる場合
償却原価で測定する金融資産は、公正価値（直接帰属する取引費用も含む）で当初認識しています。当初認識後は、実効

金利法を用いて帳簿価額を算定しています。また償却原価で測定する金融資産に係る利息発生額は、連結損益計算書の金融
収益に含まれます。

FVTOCI金融資産
当連結グループは、主に投資先との取引関係の維持、強化による収益基盤の拡大を目的として保有している資本性金融資

産をFVTOCI金融資産として分類しています。FVTOCI金融資産は公正価値で当初認識し、それ以降も連結決算日の公正価値
で測定しています。公正価値の変動はその他の包括利益として認識し、その累計額はその他の包括利益累計額に認識してい
ます。ただし、FVTOCI金融資産から生じる配当金については、明らかに投資の払戻しの場合を除き、純損益として認識して
います。

FVTPL金融資産
当連結グループは、FVTOCI金融資産として分類されない資本性金融資産及び償却原価で測定する金融資産に分類されない

負債性金融資産を、すべてFVTPL金融資産に分類しています。FVTPL金融資産は、当初認識後、公正価値で測定し、その公
正価値の変動は純損益として認識しています。

金融資産の減損
当連結グループは、償却原価で測定する金融資産、営業債権及び契約資産並びにその他の債権に関する予想信用損失に係

る貸倒引当金について、信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているか否かに応じて、少なくとも四半期毎に継続的評
価を実施しています。
信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、金融資産の予想残存期間の全期間の予想信用損失に等しい金

額で貸倒引当金を測定しています。信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、期末日後12か月以内に生
じる予想信用損失に等しい金額で貸倒引当金を測定しています。ただし、営業債権、契約資産及びリース債権については、
常に全期間の予想信用損失に等しい金額で貸倒引当金を測定しています。
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信用リスクの著しい増大の有無は、債務不履行発生のリスクの変化に基づいて判断しており、債務不履行とは、債務者に
よる契約上のキャッシュ・フローの支払いに重大な問題が生じ、金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想
を有していない状態と定義しています。債務不履行発生のリスクに変化があるかどうかの判断においては、主に外部信用格
付け、期日経過の情報等を考慮しています。
予想信用損失は、金融資産に関して契約上支払われるキャッシュ・フロー総額と、受取りが見込まれる将来キャッシュ・

フロー総額との差額の割引現在価値を発生確率により加重平均して測定します。支払遅延の存在、支払期日の延長、外部信
用調査機関による否定的評価、債務超過等悪化した財政状況や経営成績の評価を含む、一つまたは複数の事象が発生してい
る場合には、信用減損が生じた金融資産として個別的評価を行い、主に過去の貸倒実績や将来の回収可能価額等に基づき予
想信用損失を測定しています。信用減損が生じていない金融資産については、主に過去の貸倒実績に必要に応じて現在及び
将来の経済状況等を踏まえて調整した引当率等に基づく集合的評価により予想信用損失を測定しています。
償却原価で測定する金融資産、契約資産及びリース債権に関する予想信用損失については、帳簿価額を直接減額せず、貸

倒引当金を計上しています。予想信用損失の変動額は減損損失として純損益に認識しており、連結損益計算書の販売費及び
一般管理費に含まれます。なお、金融資産について、全ての回収手段がなくなり、回収可能性がほぼ尽きたと考えられる時
点で、金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していないと判断し、直接償却しています。

(b) 非デリバティブ金融負債
当連結グループは、発行した負債性金融商品を、その発行日に当初認識しています。その他の金融負債は全て、提出会社

が当該金融商品の契約の当事者になる取引日に認識しています。
当連結グループは、金融負債が消滅した場合、つまり契約上の義務が履行されるか、債務が免責、取消又は失効となった

場合に、認識を中止しています。
当連結グループは、非デリバティブ金融負債として、社債、借入金、買入債務及びその他の金融負債を有しており、それ

らを公正価値（直接帰属する取引費用を控除後）で当初認識しています。また、社債及び借入金については当初認識後、実
効金利法を用いた償却原価により測定しており、利息発生額は連結損益計算書の支払利息に含まれます。

(c) デリバティブ及びヘッジ会計
当連結グループは、為替リスク及び金利リスクをヘッジするために、先物為替予約契約、通貨スワップ契約及び金利スワ

ップ契約といったデリバティブ商品を利用しています。これらのデリバティブはその保有目的、保有意思にかかわらず全て
公正価値で計上しています。
当連結グループが利用しているヘッジの会計処理は、以下のとおりです。

・「公正価値ヘッジ」は、既に認識された資産又は負債もしくは未認識の確定契約の公正価値の変動に対するヘッジであり、
ヘッジの効果が有効である限り、既に認識された資産又は負債もしくは未認識の確定契約とその関連するデリバティブの
公正価値の変動は純損益で認識しています。

・「キャッシュ・フロー・ヘッジ」は、将来取引のヘッジ又は既に認識された資産又は負債に関連して発生する将来キャッシ
ュ・フローの変動に対するヘッジであり、ヘッジの効果が高度に有効である限り、キャッシュ・フロー・ヘッジとして指
定したデリバティブの公正価値の変動はその他の包括利益として認識しています。この会計処理は、ヘッジ対象に指定さ
れた未認識の確定契約又は将来キャッシュ・フローの変動を純損益に認識するまで継続し、その時点でデリバティブの公
正価値の変動も純損益に含まれます。なお、ヘッジ対象に指定された予定取引により、非金融資産もしくは非金融負債が
認識される場合、その他の包括利益として認識したデリバティブの公正価値の変動は、当該資産又は負債が認識された時
点で、当該資産又は負債の取得原価その他の帳簿価額に直接含まれます。
当連結グループは、IFRS第９号「金融商品」（2014年７月改訂）に定められるデリバティブを利用する目的、その戦略を

含むリスク管理方針を文書化しており、それに加えて、そのデリバティブがヘッジ対象の公正価値又は将来キャッシュ・フ
ローの変動の影響を高度に相殺しているかどうかについて、ヘッジの開始時及び開始後も引き続き、一定期間毎に評価を行
っています。ヘッジの効果が有効でなくなった場合は、ヘッジ会計を中止しています。



― 20 ―

(d) 金融資産と金融負債の相殺
金融資産と金融負債は、認識された金額を相殺する強制可能な法的権利が現時点で存在し、かつ、純額ベースで決済するか

もしくは資産を実現すると同時に負債を決済する意図が存在する場合にのみ相殺し、連結財政状態計算書において純額で報告
しています。

ロ）棚卸資産
棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い方の金額で評価しており、原価は、製品・半製品・仕掛品について

は個別法または移動平均法により、材料については概ね移動平均法によっています。正味実現可能価額とは、通常の営業過程
における見積売価から、完成までの見積原価及び販売に要する見積費用を控除したものをいいます。

②重要な資産の減価償却及び償却の方法
イ）有形固定資産

有形固定資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で
表示しています。取得価額には、資産の取得に直接関連する費用、将来の解体、除去及び原状回復費用を含めています。各
資産はそれぞれの見積耐用年数にわたって、定額法で減価償却を行っています。主要な資産項目ごとの見積耐用年数は、以
下のとおりです。
・建物及び構築物 ２年から67年
・機械装置及び運搬具 ２年から30年
・工具、器具及び備品 ２年から30年
なお、残存価額、見積耐用年数及び減価償却方法は各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見積りの変

更として将来に向かって変更しています。

ロ）無形資産
(a) のれん
当初認識後、のれんは償却を実施せず、取得原価から減損損失累計額を控除した金額で表示しています。

(b) その他の無形資産
その他の無形資産の測定においては原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

表示しています。
無形資産については、それぞれの見積耐用年数にわたって、定額法で償却を行っています。主要な資産項目ごとの見積耐

用年数は、以下のとおりです。
・ソフトウェア ２年から10年
・その他 ２年から20年

ハ）使用権資産
使用権資産の測定においては原価モデルを採用し、連結財政状態計算書上、リース開始日における取得原価から減価償却累

計額及び減損損失累計額を控除した価額で「使用権資産」として表示しています。取得原価には、リース負債の当初測定の金
額、借手に発生した当初直接コスト等を含めています。各使用権資産は、リース開始日から使用権資産の耐用年数の終了時ま
たはリース期間の終了時のいずれか早い方までにわたって、定額法で減価償却を行っています。なお、耐用年数またはリース
期間に変更があった場合は、会計上の見積りの変更として扱い、将来に向かって変更しています。また、使用権資産の耐用年
数またはリース期間は２年から50年です。
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ニ）非金融資産の減損
当連結グループは各資産について減損の兆候の有無の判定を行い、その帳簿価額が回収不可能であるような兆候がある場合、

減損テストを実施しています。のれんについては、減損の兆候の有無にかかわらず、連結会計年度末において、減損テストを
実施しています。
減損テストは、資産または資金生成単位ごとに回収可能価額を見積り、帳簿価額と比較することによって行っています。資

金生成単位は、他の資産または資産グループから概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資産グループとして
います。
回収可能価額は、資産または資金生成単位の処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方の金額をいいます。使

用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間価値及び当該資産の固有のリスクを反映した税引前の割
引率を用いて現在価値に割り引いています。資産または資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超える場合には、その資産
について減損損失を認識します。
のれん以外の資産に関しては、過年度に認識された減損損失について、損失の減少または消滅の可能性を示す兆候が認めら

れる場合、当該資産または資金生成単位を対象に回収可能価額の見積りを行います。その結果、見積られた回収可能価額が帳
簿価額を超える時には、過年度に減損損失が認識されていなかった場合の減価償却費または償却費控除後の帳簿価額を上限と
して、減損損失の戻し入れを行います。

③重要な引当金の計上基準
当連結グループは、過去の事象の結果として現在の債務（法的債務または推定的債務）を有しており、当該債務を決済するため

に経済的資源の流出が生じる可能性が高く、かつ、当該債務の金額の合理的な見積りが可能である場合に引当金を認識していま
す。
なお、債務の決済までの期間が長期となると想定され、貨幣の時間的価値が重要な場合には、決済時に予測される支出額の現在

価値により引当金を測定しています。現在価値の算出には、貨幣の時間的価値及び当該債務に固有のリスクを反映した税引前の割
引率を使用しています。

④その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ）収益認識

当連結グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

当連結グループは顧客の要望に合わせて多様な取引を行っており、製品、サービス等の複数の要素を組み合わせて顧客に提
供する取引が含まれています。製品及びサービス等を提供するにあたり、複数の契約を締結している場合、各契約における対
価の相互依存性や各契約の締結時期等を評価し、関連する契約を結合したうえで、取引価格を独立販売価格の比率でそれぞれ
の履行義務に配分し、所有権が移転されたと判断された時点で収益を認識しています。
取引価格の算定においては、顧客への約束した財又はサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額

で測定しています。値引き・リベート等の変動対価は、その発生の不確実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計
額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ取引価格に含めています。なお、通常の取引は１年以内の支払い
で完結しているため、約束した対価の金額に重大な金融要素は含まれていません。
独立販売価格は、市場の状況、競合する製品等の市場売価、製品原価や顧客の状況等の様々な要因を考慮して見積っていま

す。
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一定の期間にわたり製品及びサービス等の支配の移転が行われる取引については、顧客に提供する当該製品及びサービスの
性質を考慮し、アウトプット法及びインプット法にもとづいて履行義務の充足に向けての進捗度を測定し収益を認識していま
す。なお、当該進捗度を合理的に測定することが出来ない場合は、発生したコストの範囲で収益を認識しています。
顧客との契約獲得のための増分コスト及び契約に直接関連する履行コストのうち、回収可能であると見込まれる部分につい

て資産として認識しており、当該資産が関連する製品及びサービスの収益の認識方法に従って償却を行っています。また、当
該償却の期間が１年以内である場合に、契約獲得のための増分コストを資産計上せず発生時に費用として認識しています。

ロ）リース
(a) 借手側
当連結グループのリースは、主に不動産の賃借及び建設機械のリースです。原資産を使用する権利である使用権資産と、リ

ース料を支払う義務であるリース負債を認識し、リースに関する費用を使用権資産の減価償却費及びリース負債に係る支払利
息として認識しています。リース期間が12か月以内である短期リースのリース料は、リース期間にわたって定額法により純損
益として認識しています。

リース負債は、連結財政状態計算書上、リース開始日現在で支払われていないリース料をリースの計算利子率または借手の
追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で測定しており、「リース負債」として表示しています。リース期間中の各期間に
おけるリース負債に係る金利費用は、リース負債の残高に対する毎期一定の率をリース期間にわたり純損益として認識し、連
結損益計算書の「金融費用」に含めて表示しています。

(b) 貸手側
当連結グループは、主に建設機械を賃貸しており、有形固定資産のリースで、所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべ

てを借手に移転する場合のリースは、ファイナンス・リースに分類され、原資産の認識の中止を行い、リース料総額の現在価
値で正味リース投資未回収額を認識及び測定しています。
所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてが貸手に帰属する場合のリースは、オペレーティング・リースに分類され、

原資産の認識を継続し、リース収益をリース期間にわたり定額法で認識しています。

ハ）退職後給付の会計処理の方法
当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付を行うため、確定給付型年金制度及び退職一時金制度を採用しており、確

定給付債務の現在価値及び退職給付費用を予測単位積増方式により算定しています。
確定給付債務の現在価値及び制度資産の公正価値は、連結会計年度末に再測定し、数理計算上の差異及び制度資産の利息収

益を除く公正価値の変動額はその他の包括利益で全額認識し、その後純損益には組み替えません。また、制度改定時に生じる
過去勤務費用は発生時に全額純損益として認識しています。
連結財政状態計算書上、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の公正価値を控除した純額を確定給付負債または資産

として非流動負債または非流動資産に表示しています。
なお、当社及び一部の連結子会社のリスク分担型企業年金は、追加掛金の拠出義務を実質的に負っていないため、確定拠出

年金制度に分類されます。
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ニ）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
当社の連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円で表示しています。
(a) 外貨建取引
外貨建取引は、取引日における直物為替相場またはそれに近似するレートにより当社及び連結子会社の各機能通貨に換算

しています。期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しています。当該換算
及び決済により生じる換算差額は損益として認識しています。ただし、発生する損益がその他の包括利益で認識される資産
及び負債に関してはそれらから生じる換算差額はその他の包括利益に認識されます。
(b) 在外営業活動体の財政状態計算書及び損益計算書の換算
在外営業活動体の資産及び負債は決算日の為替相場により円換算しています。収益及び費用は取引日レートで円換算して

いますが、為替レートに重要な変動がない場合には期中平均為替相場により円換算しています。
この在外営業活動体の財政状態計算書及び損益計算書の換算により発生する換算差額は、その他の包括利益として認識し

ています。なお、在外営業活動体の処分時には、その他の包括利益として計上した累積的換算差額を純損益に振替えています。

ホ）グループ通算制度の適用
当社及び一部の連結子会社は、グループ通算制度を適用しています。

ヘ）グローバル・ミニマム課税制度の取扱い
当連結グループは、「国際的な税制改革−第２の柱モデルルール」（IAS第12号「法人所得税」の改訂）を適用しています。
本改訂は、OECDによるBEPSの第２の柱GloBE（グローバル・ミニマム課税）ルールを導入するために制定された又は実質

的に制定された税法から生じる法人所得税にIAS第12号が適用されることを明確化しました。しかし、企業に対し、グローバ
ル・ミニマム課税ルールから生じる法人所得税に関する繰延税金資産及び負債を認識及び開示しないことを要求する一時的な
例外措置を定めています。
当連結グループは、IAS第12号で定められる例外措置を適用し、グローバル・ミニマム課税ルールから生じる法人所得税に関

する繰延税金資産及び負債について認識及び開示を行っておりません。

ト）売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業
継続的使用ではなく主に売却取引により回収される非流動資産又は処分グループのうち、１年以内に売却する可能性が非常

に高く、かつ現在の状態で即時に売却可能で、当社グループの経営者が売却計画の実行を確約している場合には、売却目的で
保有する非流動資産又は処分グループに分類しています。
売却目的保有に分類されている間又は売却目的保有に分類されている処分グループの一部である間は、非流動資産は減価償

却又は償却を行わず、売却目的保有に分類された非流動資産又は処分グループを、帳簿価額と売却コスト控除後の公正価値の
うち、いずれか低い金額で測定しています。
当社グループは、経営上の意思決定を行う単位としての事業について、既に売却された場合、あるいは売却目的保有として

分類すべき要件を満たした場合に、当該事業を非継続事業として分類することとしています。

(会計方針の変更)
当連結グループでは、2021年5月7日に公表された「単一の取引から生じた資産及び負債に係る繰延税金（IAS第12号の改
訂）」を2024年3月期より適用しております。取引時に同額の将来加算一時差異と将来減算一時差異を生じさせる取引に関する
当初認識時の会計処理が明確化され、当該将来加算一時差異と将来減算一時差異について繰延税金負債及び繰延税金資産が連
結財政状態計算書にそれぞれ認識されることとなります。なお、当該基準の適用が当社グループの連結計算書類に重要な影響
を与えるものではありません。
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２．表示方法の変更
当社は、2024年２月29日開催の取締役会において、スペシャライズド・パーツ・サービスビジネスセグメントにおけるノンコ

ア事業の売却方針を決議しました。売却完了は当連結会計年度末日より１年以内を見込んでおり、その可能性が非常に高いことか
ら、第４四半期連結会計期間よりノンコア事業を非継続事業に分類しています。なお、非継続事業に分類したノンコア事業に係る
損益は、連結損益計算書において継続事業からの当期利益の後に、法人所得税費用控除後の金額で区分表示しています。

３．会計上の見積りに関する注記
(1) のれんの評価
のれんの減損損失の算定方法は「（5）会計方針に関する事項 ②重要な資産の減価償却及び償却の方法（ニ）非金融資産の減損」

に記載しています。
当連結会計年度末に連結財政状態計算書に計上されている重要なのれんは、主として2016年のH-E Parts International LLC買収

による連結子会社化等に伴うのれん10,173百万円、2017年の公開買付けによるBradken Pty Limitedの連結子会社化等に伴うのれ
ん20,157百万円です。
資金生成単位ごとの回収可能価額は処分費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方で算定しています。処分費用控除後の

公正価値を算定するために用いる評価技法として、主に類似する公開企業との比較や当該資産等の時価総額等、市場参加者間の秩序
ある取引において成立し得る価格を合理的に見積り算定するマーケット・アプローチを用いています。使用価値は、経営者により承
認された事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローの見積額を、加重平均資本コストをもとに算定した割引率で現在価値に割り
引いて算定しています。事業計画は外部情報に基づき、過去の経験を反映したものであり、原則として５年を限度としています。事
業計画後のキャッシュ・フローは、資金生成単位が属する市場の長期平均成長率の範囲内で見積った成長率をもとに算定していま
す。
減損テストにおける回収可能価額の算定の基礎とした主要な仮定は割引率です。当連結会計年度末において資金生成単位ごとの使

用価値は帳簿価額を上回っておりますが、仮に割引率が上昇した場合には、翌連結会計年度以降使用価値が帳簿価額を下回る可能性
があり、経営成績等に影響を与える可能性があります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
当連結会計年度末の連結財政状態計算書に計上されている繰延税金資産は26,222百万円です。
繰延税金資産は、未使用の税務上の繰越欠損金、税額控除及び将来減算一時差異のうち、将来課税所得に対して利用できる可能性

が高いものに限り認識しています。繰延税金資産の回収可能性を評価するにあたり、当連結グループは、これらの一時差異等が、将
来、それぞれの納税地域における納税額の計算上、課税所得の減額あるいは税額控除が可能となる連結会計年度において課税所得を
計上しうるか否かを検討することにより、同資産の一部または全部が実現しない蓋然性の検討を行っています。
当連結グループは、当連結会計年度末の認識可能と判断された繰延税金資産が実現する蓋然性は高いと判断していますが、課税所

得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済条件の変動によって影響を受け、翌連結会計年度以降実際に課税所得が生じる時期
及び金額は見積りと異なった場合、経営成績等に影響を与える可能性があります。

(3) ロシア・ウクライナ情勢の影響について
当連結会計年度末の連結財政状態計算書には当社の連結子会社である在ロシアの日立建機ユーラシアLLC（以下、HCMR）の財政

状態計算書が含まれております。
このHCMRの財政状態計算書のうち、主要な項目としては代理店に対して有する売上債権が8,949百万円、棚卸資産が4,857百万

円含まれています。売上債権については全期間の予想信用損失を見積り、貸倒引当金を計上していますが、当該見積りは代理店の財
政状態やその顧客の属する産業の状況、直近の回収状況等を考慮し、回収期間にわたり直近の状況が継続するとの仮定に基づいてお
ります。棚卸資産についても、受注の状況を踏まえた今後の販売計画を考慮した上で評価しております。
当該仮定は当連結会計年度末時点における最善の見積もりであると判断しておりますが、ロシア・ウクライナ情勢による経済活動

への影響には不確実性が存在し、実際の経済活動の推移等が見積りから乖離した場合には、翌期以降の会計上の見積りに影響を及ぼ
し、貸倒引当金及び棚卸資産の評価に重要な変更をもたらすリスクがあります。
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４．連結財政状態計算書に関する注記
（単位：百万円）

(1) 資産から直接控除した引当金に関する事項
営業債権 16,676
その他の金融資産 18

(2) 資産に関する減価償却累計額及び減損損失累計額に関する事項
使用権資産 61,976
有形固定資産 490,570

(3) 保証債務に関する事項
当連結グループにおける、金融機関からの借入に対する保証債務及び保証予約は、以下のとおりです。
保証債務 30,407
保証予約 49

(4) 担保に供している資産
営業債権 9,376
棚卸資産 15,709
有形固定資産 48,532

上記に対応する債務
営業債務及びその他の債務（流動） 3,446
社債及び借入金（流動） 17,688
営業債務及びその他の債務（非流動） 4,583
社債及び借入金（非流動） 17,670

５．連結持分変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式総数 普通株式 215,115,038株
(2) 自己株式数 普通株式 2,442,175株

(3) 剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2023年5月22日取締役会 普通株式 利益剰余金 12,759 60 2023年３月31日 2023年５月31日

2023年10月26日取締役会 普通株式 利益剰余金 18,077 85 2023年９月30日 2023年11月30日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定日 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2024年５月21日取締役会 普通株式 利益剰余金 13,824 65 2024年３月31日 2024年６月６日

(4) 株式引受権及び新株予約権に関する事項
該当事項はありません。



― 26 ―

６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

当連結グループは、国際的に営業活動を行っているため、金利リスク、為替リスク、信用リスク等の様々なリスクによる影響
を受ける可能性があります。

①市場リスク
当連結グループの生産及び販売先は世界各地にわたっており、外貨建ての営業債権債務は外国為替相場の変動リスクにさらさ

れています。また、当社及び一部の連結子会社が設備投資や運転資金に充当する目的で調達している長期性負債のうち、一部は
変動金利であるため金利の変動リスクにさらされています。

イ）金利リスク
当連結グループは、主に長期性負債に関連する金利変動リスクにさらされており、この変動の影響を最小化するため、金利

スワップ契約を締結してキャッシュ・フローの変動を管理しています。金利スワップ契約は受取変動・支払固定の契約であ
り、長期借入金等の長期性負債の変動金利支払分を受取り、固定金利を支払うことによって、変動金利の長期性負債を固定金
利の長期性負債としています。

ロ）為替リスク
当連結グループは、外国為替相場の変動リスクにさらされている資産及び負債を保有しており、外国為替相場の変動リスク

をヘッジするために、先物為替予約契約あるいは通貨スワップ契約を利用しています。
ハ）資本性金融商品の価格変動リスク

当連結グループは、業務上の関係を有する企業の上場株式を保有しており、資本性金融商品の価格変動リスクにさらされて
おり、これに対処するため、定期的に時価や発行体の財務内容を把握し、保有状況を継続的に見直しています。

②信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）
当連結グループは、様々な営業取引を行うことによって取引先に対して信用供与を行っており、取引先の信用悪化や経営破綻

等により損失が発生する信用リスクにさらされています。これらのリスクに対処するため、顧客の信用リスクにさらされている
営業債権について、債権管理規定に従い、当社及び連結子会社の債権管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると共に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っています。な
お、当連結グループの取引相手及び取引地域は広範囲にわたっており、概ね重要な信用リスクの集中は発生していません。
満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少です。
また、デリバティブ取引の利用にあたっては、取引相手先を格付の高い金融機関に限定しているため、カウンターパーティー

リスクはほとんどないと認識しています。
保証債務を除き、保有する担保を考慮に入れない場合の当社及び連結子会社の信用リスクに対する最大エクスポージャーは連

結財政状態計算書における金融資産の減損後の帳簿価額です。
③流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

当連結グループは、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新すると共に、手元流動性を極小化し
資金効率を高める一方でコミットメント・ライン及び当座借越枠の確保により流動性リスクを回避する管理をしています。

④資本管理
当連結グループは、持続的な成長を実現するために、中長期的な事業戦略に基づいた技術開発・設備投資等、先行投資の実施

をしています。そのため健全な財務体質の維持・強化することを資本管理の基本方針とし、有利子負債残高から現金及び預金、
プーリング預け金を控除したNET有利子負債残高を重要なモニタリング対象にしています。
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(2) 金融商品の公正価値等に関する事項
①公正価値の測定方法

金融資産及び金融負債の公正価値は次のとおり決定しています。
イ）現金及び現金同等物、営業債権、営業債務及びその他の債務

現金及び現金同等物、営業債権、営業債務及びその他の債務のうち、流動項目は短期間で決済されるため、帳簿価額が公正
価値の合理的な近似値となっています。非流動項目は元利金の合計額を新規に同様の取引を行った場合に想定される合理的に
見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。

ロ）その他の金融資産、その他の金融負債
その他の金融資産には、未収入金、貸付金等が含まれており、その他の金融負債には主に、預り金等が含まれています。流

動項目は短期間で決済されるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっています。投資有価証券についてはFVTOCI
の金融資産として、上場株式は取引所の市場価格によっています。また、非上場株式は類似企業の市場価格等の観察可能な指
標と観察不能な指標を用いた評価技法等により算定しています。デリバティブについては、FVTPLの金融資産または金融負債
として、取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しています。非支配株主に係る売建プット・オプション負債の公
正価値は、将来キャッシュ・フローを割り引く方法に基づいて算定しています。

ハ）社債及び借入金
普通社債、借入金については元利金の合計額を新規に同様の借入・発行を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法によっています。

②償却原価で測定する金融商品
償却原価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりです。なお、帳簿価額が公正価値の合理

的な近似値となっている金融資産及び金融負債は含めていません。
（単位：百万円）

区分 帳簿価額 公正価値
資産

営業債権 352,375 355,124
負債

営業債務及びその他の債務 265,650 265,910
社債及び借入金 575,582 575,676
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③連結財政状態計算書上において公正価値で測定する金融商品
以下は、公正価値のヒエラルキーに基づく分類を示しており、使用した指標により測定した公正価値を以下の３つのレベルに分
類しています。
レベル１：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）市場価格により測定した公正価値
レベル２：レベル１以外の直接または間接的に観察可能な指標を用いて測定した公正価値
レベル３：重要な観察可能でない指標を用いて測定した公正価値
なお、公正価値に複数の指標を使用している場合には、その公正価値測定の全体において重要な最も低いレベルの指標に基づい

てレベルを決定しています。
レベル間の振替は各四半期の期首時点で発生したものとして認識しています。

経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の公正価値は、以下のとおりです。
（単位：百万円）

当連結会計年度
（2024年３月31日） レベル１ レベル２ レベル３ 合計

FVTOCI金融資産
その他の金融資産

資本性証券 8,920 − 9,974 18,894
FVTPL金融資産

その他の金融資産
デリバティブ資産 − 6,322 − 6,322
その他の金融資産 − − 557 557

資産合計 8,920 6,322 10,531 25,773
FVTPL金融負債

その他の金融負債
デリバティブ負債 − △3,584 − △3,584

その他
その他の金融負債

非支配株主に係る売建
プット・オプション負債 − − △3,575 △3,575

負債合計 − △3,584 △3,575 △7,159



― 29 ―

当連結会計年度において、レベル３に分類される経常的に公正価値で測定する金融商品の増減は、以下のとおりです。
（単位：百万円）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

期首残高 8,980
利得及び損失合計 776
その他の包括利益 776

購入 788
売却 △16
その他 3
期末合計 10,531

７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり親会社株主持分 3,589円46銭
(2) 基本的１株当たり親会社株主に帰属する当期利益

継続事業 494円27銭
非継続事業 △55円59銭
基本的１株当たり親会社株主に帰属する当期利益 438円68銭
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８．収益認識に関する注記
(1) 収益の分解
当連結グループの売上収益は、主に顧客との契約から認識された収益であり、提出会社の報告セグメントを地域別に分解

した場合の内訳は、以下のとおりです。なお、当連結会計年度において、スペシャライズド・パーツ・サービスビジネスセ
グメントにおけるノンコア事業を非継続事業に分類しており、当連結会計年度の売上収益から控除しております。

（単位：百万円）

建設機械
ビジネス

スペシャライズド・
パーツ・サービス

ビジネス
売上収益合計

日本 226,853 28 226,881
米州 325,435 49,812 375,247
欧州 181,332 1,561 182,893
ロシア・CIS・アフリカ・中近東 118,999 9,527 128,526
アジア・大洋州 401,161 61,984 463,145
中国 28,493 743 29,236

合計 1,282,273 123,655 1,405,928

(2) 履行義務の充足に関する情報
各報告セグメントの主な製品・サービスに対する履行義務に関する情報は以下のとおりです。

（建設機械ビジネス）
建設機械ビジネスにおいては、主に油圧ショベル、超大型油圧ショベル、ホイールローダー等の製品、これらに関連する

部品サービスを顧客へ提供しています。
製品及び部品の販売については、販売し顧客の検収を受けた時点において履行義務が充足されることから、支配が移転し

た時点において収益を認識しています。船積み、顧客受領、性能テスト完了等の検収条件は、顧客との契約や協定等によっ
て決定されます。なお、取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね４カ月以内に回収しています。履行義務を充足してか
ら対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該債権については、実務上の便法を採用し、重大な金融要素
の調整は行っていません。１年を超えて回収をする取引も一部ありますが、重要性はありません。
定期メンテナンス・サービス、及び有償製品保証サービスはサービスの提供が完了した時点で、又はサービスの提供期間

にわたって収益を認識しています。完了報告書受領等の提供するサービスの完了条件は、顧客との契約や協定等によって決
定されます。
なお、取引の対価は、定期メンテナンス・サービスについては通常は１ヶ月から３ヶ月ごとの定額払いとなり、有償製品

保証サービスについては契約期間分を契約時に前払いにて回収しています。履行義務を充足してから対価を受領するまでの
期間が通常は１年以内であるため、当該債権については、実務上の便法を採用し、重大な金融要素の調整は行っていませ
ん。１年を超えて回収をする取引も一部ありますが、重要性はありません。尚、一部の顧客との契約において、収益は約束
された対価から、値引き及び返品等を控除した金額で測定しています。

（スペシャライズド・パーツ・サービスビジネス）
スペシャライズド・パーツ・サービスビジネスにおいては、建設機械ビジネスセグメントに含まれない部品サービス等を

顧客へ提供しており、主に製品を販売し顧客の検収を受けた時点において履行義務が充足されることから、支配が移転した
時点において収益を認識しています。
履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該債権については、実務上の便法を

採用し、重大な金融要素の調整は行っていません。１年を超えて回収をする取引も一部ありますが、重要性はありません。
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(3) 契約残高に関する情報
当連結グループの顧客との契約から計上される営業債権、契約資産、及び契約負債の期首及び期末残高は、以下のとお

りです。

当連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）
（単位：百万円）

2023年４月１日 2024年３月31日
営業債権 340,349 352,375
契約資産 4,221 552
契約負債 22,931 23,753

当連結会計年度中に認識された収益のうち、期首時点で契約負債に含まれていた金額は、13,917百万円です。また、過
去の期間に充足された履行義務に係る収益及び収益の累積的なキャッチアップ調整はありません。当連結会計年度中に認識
された営業債権及び契約資産に関する減損損失は2,376百万円です。
対価の受け取りや企業の履行が完了する前に財またはサービスが移転している場合に生じる契約資産については、建設機

械ビジネスセグメント及びスペシャライズド・パーツ・サービスビジネスセグメントには契約資産に関連する重要な取引は
ありません。

財またはサービスが移転する前に対価を受け取る場合や支払期日が到来した場合に生じる契約負債については、主に建設
機械販売と有償製品保証サービス契約について顧客から商品代金として受け入れた前受金となります。建設機械販売につい
ては商品の引き渡し義務を履行した事実、有償製品保証サービス契約については保証を提供した期間の経過を履行義務の充
足と捉え、その充足により契約負債が収益に振り替えられます。

(4) 残存する履行義務に配分された取引価格
前連結会計年度及び当連結会計年度末時点における、製品・サービスに対する契約の未履行の履行義務残高は下記のとお

りです。
（単位：百万円）

2023年４月１日 2024年３月31日
製品・サービス 10,910 10,528

当連結会計年度末時点における未履行の履行義務残高の履行時期の見込みは、約９割が３年以内に、約１割が３年超５年
以内に履行される見込みです。
また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

(5) 資産化した、顧客との契約の獲得または履行するために生じたコスト
当連結グループにおいて、当連結会計年度中に顧客との契約を獲得又は履行するために発生したコストはありません。
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９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他注記
(1) 連結損益計算書に関する注記

その他の収益の内訳は、以下のとおりです。
（単位：百万円）

区分 金額
固定資産売却益 598
補助金収入 449
事業再編等利益 648
その他 3,480

合計 5,175

その他の費用の内訳は、以下のとおりです。
（単位：百万円）

区分 金額
固定資産売却損 192
固定資産滅却損 1,759
固定資産の減損 518
事業構造改革関連費用（注１） 4,801
その他 3,243

合計 10,513

（注１）事業構造改革関連費用
当連結会計年度における事業構造改革関連費用には、連結子会社の持分売却に伴う債権放棄損2,481百万円ならびにACME

Business Holdco, LLC（以下「ACME社」という。）及びその関連者との係争の終結に係る費用2,019百万円が含まれていま
す。

(2) 企業結合に関する注記
当連結会計年度中に生じた企業結合は以下のとおりです。

（ACME社の株式の取得による連結子会社化）
前連結会計年度において、当連結グループの持分法適用関連会社であったACME社にて金融機関からの借入に債務不履行が発

生し、その債務の保証人である提出会社が貸主である金融機関に対して代位弁済を行いました。これに伴って生じた求償債権に
対してACME社及びその関連者と係争中でしたが、2024年３月12日付で係争終結の合意に至り、提出会社の連結子会社である
Hitachi Construction Machinery Investment U.S.A. CorporationがWeld Holdco,LLCよりACME社の株式を追加取得し
100%子会社化しました。
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①企業結合の目的
当連結グループは、中期経営計画「BUILDING THE FUTURE 2025 未来を創れ」において経営戦略の柱として掲げる

「バリューチェーン事業の拡充」および「米州事業の拡大」をより一層強化するため、米国で卸レンタル事業を展開する持分
法適用会社であったACME社の株式を追加取得し、100%子会社化いたしました。これにより、ACME社の卸レンタル事業の
運用ノウハウ及び営業基盤を最大限活用し、北米の代理店・レンタル会社が展開するレンタル事業をサポートいたします。卸
レンタル事業を通じて良質なレンタル機械をエンドユーザーに提供し、合わせて良質な中古車の創出につなげることで、サー
キュラーエコノミーの実現に取り組むとともに、当社のブランド価値を北米市場でさらに高め、米州におけるバリューチェー
ン事業をさらに強化してまいります。

②被取得企業の名称、事業内容
株式取得の概要
取得日 2024年３月12日
被取得企業の名称 ACME Business Holdco, LLC
被取得企業の事業の内容 卸レンタル事業
取得した議決権比率 66.67%

③取得対価、取得した資産及び引き継いだ負債の公正価値
ACME社の株式取得に係る取得対価、取得した資産及び引き継いだ負債の公正価値は以下のとおりです。なお、これらの金

額は、企業結合に係る取得価額の取得資産及び引受負債への配分が一部完了していないため、現時点で入手しうる暫定的な金
額になります。

(単位：百万円)
金額

現金及び現金同等物 18,166
営業債権 2,083
その他の流動資産 147
非流動資産（のれんを除く） 32,577

資産合計 52,973
流動負債 1,759
非流動負債 61,442

負債合計 63,201
支払対価（現金） −
既存持分の公正価値 172

取得対価合計 172
のれん 10,400

のれんは、主に超過収益力及び既存事業とのシナジー効果を反映したものです。
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④取得した債権
(単位：百万円)

契約上の債権の総額及び公正価値 うち回収不能見込額
売掛金及び受取手形 2,083 −

合計 2,083 −

⑤取引関連費用
当該企業結合に係る取得関連費用に重要性はありません。また、求償債権に対するACME社及びその関連者との係争の終結

に係る2,019百万円の支払いを当該企業結合とは別個に認識し、連結損益計算書上「その他の費用」に計上しております。

⑥段階取得に係る差益
当連結グループが、取得日以前に保有していた33.33%の資本持分を取得日時点の公正価値で再測定した結果、企業結合に

よる段階取得に係る差益172百万円を連結損益計算書の「その他の収益」に計上しております。

⑦被取得企業及び譲受事業の売上収益及び当期利益
当該企業結合の取得日から2024年３月31日までの売上収益及び当期利益は、連結計算書類に対する影響額に重要性がない

ため開示していません。

⑧企業結合が期首に行われたと仮定した場合の当社グループの売上収益及び当期利益
2023年４月１日時点で当該取得が行われたと仮定した場合の当連結会計年度における売上収益及び当期利益は、連結計算

書類に対する影響額に重要性がないため開示していません。
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(３) 売却目的保有に分類される処分グループ及び非継続事業に関する注記
①非継続事業の概要
当社は、2024年２月29日開催の取締役会において、スペシャライズド・パーツ・サービスビジネスセグメントにおけるノ

ンコア事業の売却方針を決議しました。売却完了は当連結会計年度末日より１年以内を見込んでおり、その可能性が非常に高
いことから、第４四半期連結会計期間よりノンコア事業を非継続事業に分類しています。

②売却目的で保有する資産
売却目的で保有する資産及び直接関連する負債の内訳は、以下のとおりです。

（単位：百万円）

当連結会計年度
（2024年３月31日）

資産
営業債権 3,771
契約資産 5,200
棚卸資産 3,686
その他の金融資産 382
その他の流動資産 438
有形固定資産 3,804
無形資産 118
繰延税金資産 1,803
その他の非流動資産 87

合計 19,289
負債
営業債務及びその他の債務 2,440
リース負債（流動） 183
契約負債 1,619
その他の流動負債 8
リース負債（非流動） 509
繰延税金負債 679

合計 5,438
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③非継続事業の損益
非継続事業の損益は以下のとおりです。

（単位：百万円）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

売上収益 16,915
費用（注） △28,240
税引前損失 △11,325
法人所得税費用 △498
非継続事業からの当期損失 △11,823

（注）非継続事業を構成する資産を、売却コスト控除後の公正価値で測定したことにより認識した減損損失11,268百万円が含まれて
います。

非継続事業に係るキャッシュ・フローは以下のとおりです。
（単位：百万円）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

営業活動に関するキャッシュ・フロー 759
投資活動に関するキャッシュ・フロー △774
財務活動に関するキャッシュ・フロー △74

合計 △89
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Ⅺ．個別注記表
記載金額は各々百万円未満を四捨五入して表示しています。
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法に基づく原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等：移動平均法に基づく原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、原材料及び貯蔵品
移動平均法に基づく原価法

仕掛品
個別法に基づく原価法
（いずれも貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっています。
② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっています。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）による定額法によ
っています。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

(4) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

② 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

イ）退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって

います。
ロ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務年数による定額法によって按分した額をそれ
ぞれ発生の翌期から費用処理しています。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務年数による定額法により費用処理しています。
なお、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結財政状態計算書と異なりま

す。
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(5) 収益及び費用の計上基準
当社は、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

当社は顧客の要望に合わせて多様な取引を行っており、製品、サービス等の複数の要素を組み合わせて顧客に提供する取引が
含まれています。製品及びサービス等を提供するにあたり、複数の契約を締結している場合、各契約における対価の相互依存性
や各契約の締結時期等を評価し、関連する契約を結合したうえで、取引価格を独立販売価格の比率でそれぞれの履行義務に配分
し、所有権が移転されたと判断された時点で収益を認識しています。
取引価格の算定においては、顧客への約束した財又はサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額で

測定しています。値引き・リベート等の変動対価は、その発生の不確実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計額の
重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ取引価格に含めています。なお、通常の取引は１年以内の支払いで完結
しているため、約束した対価の金額に重大な金融要素は含まれていません。
独立販売価格は、市場の状況、競合する製品等の市場売価、製品原価や顧客の状況等の様々な要因を考慮して見積っていま

す。
一定の期間にわたり製品及びサービス等の支配の移転が行われる取引については、顧客に提供する当該製品及びサービスの性

質を考慮し、アウトプット法及びインプット法にもとづいて履行義務の充足に向けての進捗度を測定し収益を認識しています。
なお、当該進捗度を合理的に測定することが出来ない場合は、発生したコストの範囲で収益を認識しています。
顧客との契約獲得のための増分コスト及び契約に直接関連する履行コストのうち、回収可能であると見込まれる部分について

資産として認識しており、当該資産が関連する製品及びサービスの収益の認識方法に従って償却を行っています。また、当該償
却の期間が１年以内である場合に、契約獲得コストのための増分コストを資産計上せず発生時に費用として認識しています。

(6) 繰延資産の処理方法
① 株式交付費

支出時に全額費用として処理しています。
② 社債発行費

支出時に全額費用として処理しています。
(7) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

輸出入取引の為替変動リスクを軽減するため、為替予約取引を行っています。また、長期借入金でキャッシュ・フロー変動
リスクを固定化させるため、各調達期間に合わせて金利スワップ取引を行っています。

③ ヘッジ方針
通貨関連におけるデリバティブ取引については主として米ドル建ての売上契約をヘッジするためのものであるため、外貨建

売掛金及び成約高の範囲で行うこととしています。
金利関連のデリバティブ取引については、長期借入金の各調達に当たっては長期に安定した金利による調達を第一と考えて

いるため、調達時の市場実勢に合ったレベルでの金利の固定化を図っています。
④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッ
ジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しています。
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(8) デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法により評価しています。

(9) 外貨建ての資産または負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

2．表示方法の変更に関する注記
(貸借対照表)
前事業年度において、固定資産-投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「関係会社長期売掛金」は、金額的重

要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度の「関係会社長期売掛金」は12,482百万円でありま
す。

3．会計上の見積りに関する注記
(1) 市場価格のない関係会社株式の評価
① 当事業年度末の計算書類に計上した金額

市場価格のない関係会社株式 142,744百万円
上記のうちM&A等により取得した主要な関係会社株式の貸借対照表価額
・Bradken Pty Limited 58,766百万円
・H-E Parts International LLC 20,713百万円

② 会計上の見積り内容に関する理解に資する情報
関係会社株式は、株式の実質価額と取得価額を比較し、株式の実質価額が著しく低下している場合、当該会社の事業計画に

基づく業績を踏まえ回復可能性を評価しています。事業計画については経営環境の変動に係るリスク等により、次事業年度以
降の実際の結果が大きく異なることがあります。実績が異なった場合、経営成績等に影響を与える可能性があります。
また、M&A等により取得した一部の関係会社株式は、実質価額に当該会社の買収時の企業価値測定において算出された超過

収益力等を踏まえて評価しています。超過収益力等の毀損の有無は、将来の事業計画の達成可能性に影響を受けます。次事業
年度以降事業計画が未達となり超過収益力が毀損した場合、経営成績等に影響を与える可能性があります。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
① 当事業年度末の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 6,298百万円
② 会計上の見積り内容に関する理解に資する情報

連結注記表「3．会計上の見積りに関する注記（2）繰延税金資産の回収可能性」に同一の内容を記載しているため、注記を
省略しています。

(3) ACME Business Holdco, LLCに対する求償債権の評価
① 当事業年度末の計算書類に計上した金額

関係会社長期未収入金 58,203百万円
貸倒引当金 12,041百万円
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② 会計上の見積り内容に関する理解に資する情報
前事業年度において、当社の関係会社であったACME Business Holdco,LLC（以下、ACME社）にて金融機関からの借入

に債務不履行が発生し、その債務の保証人である当社が貸主である金融機関に対して代理弁済を行いました。当社が貸主に対
して保証債務を履行したことにより生じたACME社への求償債権額58,203百万円は、貸借対照表上、「関係会社長期未収入
金」として表示しております。当該求償債権の貸倒れによる損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案して回収不能見込額
を算定し、当該回収不能見込額を貸倒引当金として計上しております。
当該回収不能見込額の見積りにあたっては、ACME社の財政状態等、並びに同社が保有するレンタル用固定資産について、

マーケット・アプローチを用いた外部の評価専門家による評価結果も考慮した上で、同社に対する求償債権のうち回収懸念の
ある12,041百万円を貸倒引当金として計上し、2,769百万円を当期の貸倒引当金繰入額として特別損失に計上しております。
翌事業年度において、ACME社の財政状態及び経営成績並びに資産の評価の見積りにあたっての仮定など前提とした状況に

変化が生じた場合には、翌事業年度の計算書類において、貸倒引当金の金額に重要な影響を与える可能性があるため、当社
は、当該見積りは重要なものであると判断しております。

4．貸借対照表に関する注記
（百万円）

(1) 有形固定資産減価償却累計額 182,911
(2) 保証債務

債務保証 36,585
保証予約 49

(3) 関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 337,483
短期金銭債務 92,760

5．損益計算書に関する注記
（百万円）

(1) 関係会社との取引高
営業取引
売上収益 601,900
仕入高 347,577

営業取引以外の取引による取引高の総額 71,063

6．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数
普通株式 2,442,175株

7．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（5）会計方針に関する事項 ④その他連結計算書類の作成のための重要な事項」、個別注記表「１．重要な会計方針に係る事項に関
する注記（5）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しております。
また、収益の分解情報並びに当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報は、連結注記表「８．収益認識に関する注

記」において開示しているため、注記を省略しています。
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8．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（百万円）
繰延税金資産

繰越欠損金 625
未払事業税 311
賞与引当金 2,378
未払費用 3,138
貸倒引当金 3,777
たな卸資産評価減 1,796
関係会社株式評価損 12,825
投資有価証券評価損 79
退職給付引当金 2,621
減価償却超過額 1,873
その他 2,606

繰延税金資産小 計 32,029
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △217
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △19,927

評価性引当額小 計 △20,144
合 計 11,885

繰延税金負債
前払年金費用 392
圧縮記帳積立金 2,777
有価証券評価差額金 1,735
その他 682

合 計 5,587
繰延税金資産の純額 6,298

(2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の
会計処理並びに開示を行っております。
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9．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

属 性 会社名 住 所
資本金
又は
出資金

事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事
者との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

その他の
関係会社 伊藤忠商事㈱ 東京都

港区
253,448
百万円 総合商社

被所有
間接
26.0

当社製品の
販売

製品の販売等
（注１） 122,316 売掛金 63,185

その他の
関係会社 ㈱日立製作所 東京都

千代田区
463,418
百万円

電気機械器
具他各種製
品の製造・
販売及びサ
ービス

被所有
直接
25.4

ブランド使
用料の支払
役員の兼任

ブランド使用
料の支払 2,849 未払金 9,030

(2) 子会社等

属 性 会社名 住 所
資本金
又は
出資金

事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事
者との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 ㈱日立建機テ
ィエラ

滋賀県
甲賀市

1,441
百万円

ミニショベ
ル 等 の 製
造、 販 売、
サービス

所有
直接
100.0

当社製品の
製造
資金の貸借
等

製品の購入等
（注２） 169,954 買掛金 18,911

資金の預り
（注３） 20,493

預り金 49,259利息の支払
（注４） 32

子会社 日立建機日本
㈱

埼玉県
草加市

5,000
百万円

建設機械の
レ ン タ ル、
販売、サー
ビス

所有
直接
100.0

当社製品の
販 売、 賃
貸、サービ
ス
資金の貸借
等
役員の兼任

製品の販売等
（注１、６） 119,805 売掛金 30,002

資金の返済
（注３） 1,293 短期

貸付金 37,446利息の受取
（注４） 91

子会社 日立建機リー
シング㈱

埼玉県
草加市

50
百万円

建設機械等
の 割 賦 販
売、リース

所有
直接
100.0

当社製品の
リース
資金の貸借
等

資金の貸付
（注３） 6,959 短期

貸付金 34,769利息の受取
（注４） 95

子会社 日立建機ロジ
テック㈱

茨城県
土浦市

360
百万円

建設機械等
の梱包、発
送、輸出入
業務

所有
直接
100.0

当社製品の
梱包、発送

製品の購入等
（注２） 87,501 買掛金 5,086

子会社
日立建機（ヨ
ー ロ ッ パ）
N.V.

オランダ
オーステ
ルハウト

70,154
千ユーロ

建設機械の
製 造、 販
売、サービ
ス

所有
直接
98.9

当社製品の
製造、販売

製品の販売等
（注１） 129,934 売掛金 30,945
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属 性 会社名 住 所
資本金
又は
出資金

事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事
者との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子会社 日立建機アメ
リカ Inc.

アメリカ
ジョージ
ア州

8,000
千米ドル

建設機械の
販売

所有
直接
100.0

当社製品の
販売
役員の兼任

製品の販売等
（注１） 28,834 売掛金 10,761

資金の返済
（注３） 4,889 短期

貸付金 15,141利息の受取
（注４） 1,092

子会社
日立建機販売
（中 国） 有 限
公司

中国
上海市

200,000
千元

建設機械の
販売、サー
ビス

所有
直接
100.0

資金の賃借
等
役員の兼任

資金の借入 3,732 短期
借入金 13,540利息の支払

（注４） 48

子会社
日立建機オセ
アニアホール
デ ィ ン グ ス
Pty., Ltd.

オースト
ラリア
ニューサ
ウスウェ
ールズ州

29,122
千豪ドル

建設機械の
販売、サー
ビス

所有
直接
100.0

当社製品の
販売

製品の販売等
（注１、５） 73,161 売掛金 28,641

子会社 日立建機ユー
ラシアLLC

ロシア
トヴェリ
州

1,739,357
千ルーブル

建設機械の
製造、販売

所有
直接
100.0

当社製品の
製造、販売

製品の販売等
（注１） 4,831 売掛金 18,016

子会社 日立建機アフ
リカPty., Ltd.

南アフリ
カ
ハウテン
州

167,935千
ランド

建設機械の
販売、サー
ビス

所有
直接
100.0

当社製品の
販売

製品の販売等
（注１） 32,184 売掛金 18,871

子会社
ACME
Business
Holdco, LLC

アメリカ
デラウェ
ア州

84,193
千米ドル

建設機械の
レ ン タ ル、
サービス

所有
間接
100.0

なし 利息の受取
（注４） 4,393

関係会社
長期未収
入金
(注７、
８)

58,203

未収入金 4,393

関連会社
EURASIAN
MACHINERY
B.V.

カザフス
タン
アルマト
イ州

1,000
千米ドル

建設機械の
販売、サー
ビス

所有
直接
40.0

当社製品の
販売

製品の販売等
（注１） 5,503

売掛金 4,072

関係会社
長期売掛
金

15,021



― 44 ―

関連会社

ZAXIS
FINANCIAL
SERVICES
AMERICAS,
LLC

アメリカ
ジョージ
ア州

−
建設機械等
の 割 賦 販
売、リース

所有
間接
30.0

なし

債務保証
（注９） 15,912

− −債務保証料の
受取
(注１０）

19

取引金額については消費税等を除いて表示しており、期末残高については国内取引に関しては消費税等を含めて表示しています。
取引条件ないし取引条件の決定方針等
（注１）販売価格は市場価格等を参考にして、毎期交渉の上決定しています。
（注２）仕入価格は市場価格等を参考にして、毎期交渉の上決定しています。
（注３）関係会社等の資金を当社に集中し、その資金を資金需要のある関係会社等へ貸付けるプーリング制度に基づく資金の貸付

または預りであり、資金の融通は日々行われているため取引金額は前事業年度末時点との差引き金額を表しています。
資金の貸付・預りについては、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

（注４）利息の受取・支払については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
（注５）取引金額及び売掛金残高には商社取引分が含まれています。
（注６）取引金額及び売掛金残高にはリース会社取引分が含まれています。
（注７）前事業年度において、ACME Business Holdco, LLCにて金融機関からの借入に債務不履行が発生し、その債務の保証人

である当社が貸主である金融機関に対して代位弁済を行いました。上記関係会社長期未収入金は、当社が貸主に対して保
証債務を履行したことにより生じたACME Business Holdco, LLCへの求償債権です。

（注８）ACME Business Holdco, LLCに対する関係会社長期未収入金に対し、12,041百万円の貸倒引当金を計上しています。
また、当事業年度において、2,769百万円の貸倒引当金繰入額を計上しています。

（注９）ZAXIS FINANCIAL SERVICES AMERICAS, LLCが金融機関から借入している債務に対する保証を実施しています。
（注１０）債務保証料については、市場利率を勘案して利率を合理的に決定しています。

10．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,965円 52銭
(2) １株当たり当期純利益 309円 18銭

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12．その他注記
該当事項はありません。



見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


